
　　　　　　　　　　　　平成２７年第３回柳津町議会定例会会議録

　　　　　　　　　　　　第２日　平成２７年９月１１日（金曜日）

１．出席議員は次のとおりである。

　　１番　田　﨑　信　二　　　６番　鈴　木　吉　信　　　９番　磯　部　　雄
　　２番　齋　藤　正　志　　　７番　荒　明　正　一　　１０番　小　林　　　功
　　３番　菊　地　　　正　　　８番　伊　藤　　　毅　　１１番　伊　藤　昭　一
　　５番　横　田　善　郎
２．欠席議員は次のとおりである。

　　な　し

３．地方自治法第121条の規定により出席を求められ、出席した者は次のとおりである。

	町長
	井　関　庄　一
	
	建設課長
	天　野　　　高

	副町長
	郡　司　博　道
	
	教育委員長
	二　瓶　裕　美

	総務課長
	矢　部　良　一
	
	教育長
	目　黒　健一郎

	出納室長
	角　田　　　弘
	
	教育課長
	横　田　勝　則

	町民課長
	鈴　木　春　継
	
	公民館長
	鈴　木　晴　美

	地域振興課長
	金　子　佳　弘
	
	代表監査委員
	目　黒　忠　威


４．会議に職務のため出席した者の職氏名。

	議会事務局長
	鈴　木　一　義
	
	主任主査
	田　﨑　好　章


５．会議事件は次のとおりである。

　　日程第１　諸般の報告について
　　日程第２　町長の説明について
　　日程第３　陳情について　　陳情第 ４ 号
　　日程第４　一般質問（通告順）
　　日程第５　議案第７０号　平成２６年度柳津町歳入歳出決算認定について
　　　　　　　　　◎開議の宣告
○議長

　　　ただいまより本日の会議を開きます。（午前１０時００分）

　　　本日の議事日程はお手元にお配りのとおりであります。昨日延会しました日程となります。
　　　これより議事に入ります。

　　　　　　　　　◎諸般の報告について

○議長

　　　日程第１、諸般の報告について。

　　　これより平成27年６月10日開会の第２回定例会以降、本日までの諸般の報告をいたします。

　　　まず、議会の諸般の報告については、お手元にお配りのとおりでありますので報告にかえます。
　　　また、一般質問の中で検討します等の答弁についてその後の経過についての報告は、議会全員協議会において内容の協議を行います。
　　　次に、柳津町監査委員より、平成27年５月から７月までに関する例月出納検査結果の報告がありましたので、その写しをお手元にお配りいたしましたので報告にかえます。

　　　次に、西山地域開発協議会からの「西山地域の開発に関する陳情書」については、お手元にお配りしたとおりでありますので報告にかえます。
　　　次に、会津若松地方広域市町村圏整備組合議会の報告を求めます。
　　　２番、齋藤正志君。
○２番（登壇）

　　　おはようございます。それでは、会津若松地方広域市町村圏整備組合議会の報告をいたします。
　　　去る７月10日に臨時会が組合庁舎４階において開催されました。
　　　提出案件は、管理者側提出の契約案件１件、報告案件２件、承認案件１件で、議会側提出の選任案件が２件であります。
　　　全案件、特に異論なく原案のとおり可決、選任されましたことをご報告いたします。
　　　次に、９月２日、庁舎４階で開催されました臨時会の報告をいたします。
　　　提出されました案件は、議会側提出の選挙案件１件、選任案件２件であります。

　　　これにより新しい議長を選挙で選出し、各常任委員会を選任いたしました。
　　　なお、詳細につきましては、事務局に資料がございますのでごらんください。
　　　以上です。
○議長
　　　次に、第２回定例会において採決の上、執行部に送付しました陳情の処理経過及び結果について、執行部から報告を求めます。

　　　地域振興課長。

○地域振興課長（登壇）
　　　陳情の処理経過及び結果報告について申し上げます。
　　　平成27年６月15日付、柳議第58号で請求ありました陳情の処理経過及び結果について、別紙のとおり報告いたします。
　　　結果報告につきましては、陳情第１号「自然薯」栽培の支援に関する陳情でございます。請願書につきましては、小島武比古ほか３名でございます。
　　　処理状況につきましては、博士山自然薯組合は、平成26年度より自然薯生産に取り組んでおり、平成27年４月１日には４名で団体化し、また、今後の生産量の拡大を目指す取り組みを計画しているため、高収入・高付加価値型農業の展開の事業に取り組む営農団体と認め、町の特産品としての広がりを期待し定額50万円を１回限り補助することで、６月に補正予算を要求し予算を確保しました。
　　　なお、平成27年６月12日に補助金交付申請があり、６月15日に補助金交付指令を行い７月21日で概算で補助金交付しているところでございます。
　　　以上でございます。
○議長
　　　以上をもって諸般の報告を終わります。
　　　　　　　　　◎町長の説明について

○議長

　　　日程第２、町長の説明について。

　　　町長の挨拶と提出議案の説明を求めます。
　　　町長。
○町長（登壇）

　　　皆さん、おはようございます。

　　　平成27年第３回柳津町議会定例会を招集いたしましたところ、議員の皆様には何かとご多忙の折にもかかわらずご出席をいただき、まことにありがとうございます。
　　　さて、定例会開催に当たりまして、所信の一端を述べさせていただきます。
　　　私は、過般の町長選挙において町民の皆様からご支援をいただき、再度、今後４年間の町政執行に当たることになりました。町ではさまざまな課題を抱えておりますが、その任に当たりますことは身に余る光栄であり、改めましてその責任の重大さを痛感いたしております。どうか議員の皆様におかれましては、今後の町政運営にご理解とご支援を賜りますよう心からお願いを申し上げます。
　　　私は、これまで３期12年間の重責を務めさせていただきましたが、この間、町議会の皆様を初め町民の皆様の多大なご協力のもと、安全で安心なまちづくりに全力で取り組んでまいりました。
　　　特に３期目は、平成23年３月の東日本大震災、同じく７月には新潟・福島豪雨災害、さらにことしの４月には塩野地内の土砂災害など、甚大な災害に見舞われた任期でありました。事にして、人的被害はなかったわけでありますが、これも町民一人一人の災害に対する心構えや消防団を初め関係各機関の皆様方の格別のご協力によるものであると深く感謝を申し上げます。

　　　私は、我が郷土「柳津町」が大好きであります。歴史と文化、伝統を守り、この自然を大切にしながら、少子高齢化、過疎化が進む中、子育て支援の充実と若い方々の定住策などの重要課題に全力を挙げて町政運営に取り組んでまいる所存であります。
　　　まず、子育て支援の充実では、子育てしやすい環境づくりが重要と考えております。結婚祝い金や子育て応援祝い金の支給、チャイルドシート購入時の支援、保育料の軽減、第３子以降の保育料無料化、学校給食費の半額支給、高校生以下の町民バス無料化、妊婦健診費用の助成、18歳以下の医療費無料化、小学６年生までを対象とした放課後児童クラブの実施など、手厚い子育て支援事業に引き続き取り組んでまいります。
　　　健康づくりの推進では、町民一人一人が生涯を通して心豊かで健やかな生活を送るため、個人、家族、地域、職場、学校などがともに力を合わせて健康づくりの推進に取り組み、健康づくり活動が日常生活の中に定着し、継続されるよう計画に基づき健康づくりの推進に取り組んでまいります。
　　　さらに、保健事業実施指針に基づき、保健事業実施計画（データヘルス計画）を定め、特定健診の受診率の向上を図るとともに、生活習慣病対策を初めとする国民健康保険被保険者の健康増進、糖尿病等の発症や重症化予防等に重点を置き、保健事業の実施及び評価を行ってまいります。
　　　火災・災害対策の推進では、地域防災計画で風水害対策、雪害対策、地震災害対策などの各計画を整備したところであり、引き続き、本町の実態に即した地域防災計画の整備に向け随時見直しを行うなど、災害に備えた防災体制の整備を図ってまいります。
　　　また、消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、耐震性防火水槽の新設や小型動力ポンプの更新など、各種災害に対応した住民の安全を確保するまちづくりに取り組んでまいります。
　　　農林業の振興では、農林業は町の基幹産業であることから、国の農業政策を注視しながら、現在あるさまざまな制度の活用を初め町独自に補助の上乗せをするなど、支援することにより、農地・林地の維持や後継者を育成し、農林業で生活できる体制づくりを進めてまいります。

　　　観光・商工業の振興では、長引く景気低迷と東日本大震災などの影響により、当町の観光商工業は依然として厳しい状況にありますが、ことし４月には柳津町をメーン舞台に「ジヌよさらば、かむろば村へ」の映画が公開され、全国で柳津町のよさを発信できたところであり、今後はロケ地めぐりに加え、豊かな自然資源と福満虚空蔵菩薩や斎藤清美術館、柳津西山地熱発電所など、町独特の資源を効果的に融合させ、また、近隣町村との広域連携、さらには首都圏など都市部でのＰＲを図りながら、人的、物的交流を推進し、にぎわいのあるまちづくりに取り組むとともに、商工業者の後継者の育成にも取り組んでまいります。
　　　交流・移住・定住の促進では、現在、ライフスタイルや勤務形態の変化などさまざまな事情により、若者の出会いの場が少ない時代と言われておりますことから、若い男女による出会いの機会を提供するため婚活事業を実施し、若い世代が１人でも多く結婚し家族をつくれるよう、積極的に婚活支援を行ってまいります。
　　　また、これまでの町営住宅は、所得制限により若い方が入居できず、町から流出するなど悪循環となっておりましたが、若者の定住策として若年層向けの集合住宅の整備を進めてまいります。
　　　学校教育の充実では、次代を担う心豊かでたくましい子供を育てることが、あすの柳津のためには重要な課題であります。地域・家庭・学校が連携して、心豊かで幅広い社会性を身につけた児童生徒の健全育成を図り、地域に根ざした伝統文化やスポーツなどを通じて、あるいは高齢者の知恵や経験を活用するなど、一人一人の個性が生きる学校教育の推進に取り組んでまいります。
　　　以上、所信の一端を申し述べましたが、今後とも「明るい町づくり」、「一人ひとりが輝き誇れる町づくり」、そして町の将来像であります「みんなが主役　笑顔広がる絆の町」を実現するために、昨年国会で可決・成立いたしましたまち・ひと・しごと創生法、いわゆる地方創生等も活用しながら、町の抱えている喫緊の課題をピンチからチャンスに変える施策を町振興計画の後期計画に盛り込み各種事業を展開し、適正かつ効率・効果的な行政運営に全力で傾注してまいりますので、議員の皆様のご理解とご協力をよろしくお願い申し上げる次第であります。

　　　なお、本議会に提案いたします案件は、条例の制定に関する案件、１件、条例の改正に関する案件、４件、辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更に関する案件、１件、損害賠償額の決定及び和解に関する案件、１件、平成26年度決算認定に関する案件、１件、平成27年度補正予算に関する案件、10件、一般財団法人やないづ振興公社経営状況の報告に関する案件、１件、地方公共団体の財政の健全性に関する比率の報告に関する案件、１件、以上の20件であります。

　　　慎重審議の上、全議案議決賜りますようお願いを申し上げまして、私の挨拶といたします。
　　　　　　　　　◎陳情について
○議長

　　　日程第３、陳情について。

　　　陳情第４号「「所得税法第56条の廃止」を求める意見書採択に関する陳情」についてを議題といたします。

　　　お諮りいたします。

　　　本陳情書は、陳情の趣旨を尊重し、所管の総務文教常任委員会に付託し、本会期中に審査をすることにしたいと思いますが、ご異議ございませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）

○議長

　　　異議なきものと認めます。

　　　よって、本陳情は総務文教常任委員会に付託し、本会期中に審査をすることに決定しました。

　　　　　　　　　◎一般質問

○議長

　　　日程第４、これより一般質問を行います。
　　　一般質問の前にこの際申し上げます。一般質問については、議会の品位を遵守し、制限される言動に留意し、円滑に議事進行が終了されますように求めます。また、執行部の答弁についても、簡潔明瞭、直接簡明に行うように求めます。

　　　それでは、通告順により、横田善郎君の登壇を許します。

　　　５番、横田善郎君。
○５番（登壇）

　　　それでは、さきに通告しました２点についてお伺いします。

　　　１点目ですが、高齢者福祉対策について。
　　　高齢者の農作業事故や介護を必要とする人は、今後急速に増加する心配がありますが、地域集落の衰退、特別養護老人ホームやグループホーム施設の開所おくれやデイサービス対応、社会福祉協議会の充実など、どのように認識され対処されようとしておられるのか、お伺いします。
　　　２点目ですが、防犯カメラの設置について。
　　　町長は４期目の就任に当たり、防犯カメラの設置を公約の形で議会全協、あるいはマスコミへ公言されております。防犯カメラ、いわゆる監視カメラの設置とは、どのような計画なのか、具体的な内容についてお伺いします。
　　　以上、２点についてお伺いいたします。

○議長

　　　答弁を求めます。

　　　町長。

○町長（登壇）

　　　それでは、５番、横田議員にお答えをいたします。

　　　まず、１点目であります。高齢者福祉対策についてでありますが、町の高齢化率は４月に40％を超え、９月１日現在では対前年同月比で１％増の40.23％になり、また行政区ごとの高齢化率を見ますと、47行政区のうち70％以上が３地区、60％台が４地区、50％台が９地区、40％台が14地区となっており、高齢化に伴い地域のコミュニティーの維持が難しくなってきている現状であります。さらに、高齢者の単身世帯数が269世帯、高齢者のみで構成される世帯が194世帯となっており、地域を維持していく対策とあわせて高齢者対策が緊急の課題になっているわけであります。
　　　こうした中、町の第５次介護保険事業計画において計画し、平成26年度中の開所を目指して整備を進めておりました特別養護老人ホーム福柳苑の増床及び認知症対応型グループホームにつきましては、グループホームは１ユニットのみでありますが本年３月に開所となり、特別養護老人ホームについては、６月末に整備が完了しましたが、職員の確保が進まず現時点で開所しておりません。平成27年度から平成29年度までを期間とする町の第６次介護保険事業計画においては、これらの施設の開所を見込んでの保険料を設定していることから、早期に開所できるよう運営事業者と連絡を密にして職員の確保に努めていきたいと、そのような考えを持っております。
　　　また、本年４月の介護保険法の改正に伴い、平成29年５月より要支援認定者のサービスが介護給付と切り離したサービスとなりますので、現在の利用者が不利益をこうむらないように、地域支援事業交付金などを利用して通所型のサービスや訪問型サービスを提供できるよう関係機関と協議をしてまいりたいと思っております。
　　　そして、社会福祉協議会については、現在、介護予防事業などを委託し、福祉分野において連携して事業を展開しているところであり、今後も委託できる事業等については社会福祉協議会に委託するなど、協議会の充実を図ってまいりたいという認識でいるわけであります。
　　　２番目であります。防犯カメラの設置についてでありますが、防犯カメラの設置によって犯罪を未然に防ぐ犯罪防止や犯罪を行おうとする気持ちを削減して減少させる犯罪動機の抑止効果が期待されるところであります。また、犯罪が行われた場合においては、防犯カメラにその犯行が録画されていれば証拠として検証がなされ、犯人検挙や犯罪立証に有効な手段として用いられることもあります。
　　　近年では、全国的にも子供や女性などの弱者等が狙われる犯罪が後を絶たない状況であります。我が柳津町においては、平成26年の実績で窃盗犯が４件、知能犯が１件、器物損壊が１件の合計６件の犯罪が発生しておりますので、町民の安全・安心を守るためにも、警察署など関係機関と相談しながら設置に向けて進めていきたい、そのような考えを持っているところであります。
　　　以上であります。

○議長

　　　これより一問一答方式により再質問を許します。

　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　今ほど答弁いただきましたが、かなり高齢化率が進んで深刻な状態だと。これは何度も同じような質問をしているわけなんですが、将来、10年後、さらに町の高齢化は進み超高齢化時代になると。そのようなときにどのような対応をしていくのか、今から準備する必要があるのではないかという観点から質問させていただきますが、既にもう40％を超えたんだと。50％を超えれば限界集落と言われるくらい、活性化、再生がもう失われていくのではないかというようなことになるわけなんですが、今、町長が言われたものを合計しますと、30集落等についてはかなり厳しい状況になる、コミュニティーの維持が難しくなってきていると。
　　　お伺いしたいのは、農業をもう、一部の農家で今、大半の面積は絶対数量から言えば維持できるわけなんですが、やはり町から離れた集落の条件の悪い農業においては、かなりもう後継者がいないと。あるいは、条件がいいところがあっても、手伝いはするけどもう農業はやりませんよという農家がいっぱいあります。世代間の考え方の違いもあるんですが。こういったことになった場合、特に町から離れた集落においてはとても、行政機能が失われていくと。今、事故がふえておりますが、そういった維持管理、水路、道路、そういったところがもう管理が不十分になってきていると。それらについても、高齢者としての判断のミスもあるとは思うんですが、それらが要因ではないかと思うんです。
　　　そういった中で、高齢者の福祉については、もう町民課だけではなくていろんなところの観点からやっていく必要があると思うんですが、そこらについての全庁挙げての取り組みということについては、どのように今考えておられるのか、まずお伺いしたいと思います。

○議長
　　　町長。

○町長

　　　５番議員にお答えをします。
　　　議員おただしのとおり、ご説もっともだと思っております。これからは、１つの担当はあくまでも担当でありますけれども、全て行政として考えるべきことはあると思っております。
　　　ですが、幸いにして、柳津の現況は、それぞれの地域の中で結の精神がまだ残っております。そういった意味で、機械利用組合が無理しても手間暇かけても十分とやってくれますので、それは甘んじることはできないと思うんですが、小規模に対応できるような法人格の団体、そういったことが１つやはり必要であろうと、そんなふうに農業に関しては思っております。例えば、先ほど陳情の成果がありましたが、あのような団体が多方面にきちんとした法人格を措置しながら、その機械を利用しながら、小規模農家の手助けになれるような体制づくりは行政としても必要であろうと、そんなふうに思っております。

　　　なお、福祉関係については担当課長より説明をさせます。
○議長
　　　それでは、鈴木町民課長。

○町民課長

　　　高齢化社会が進行しているわけでございまして、それにつきまして高齢者の福祉をどうするかというような、町民課サイドといたしましては、高齢者世帯が増加する見込みが今後ますます進んでいくわけでございます。議員おっしゃられましたとおり、高齢化率が進み70％を超えたところが３地区も出ているという状況で、これはますます今後進んでいくわけでございます。

　　　そういった中で、町としてもなるべく要介護状態とかそういったふうにならないように、現在、各種予防事業等を実施しているところでございます。一次予防、二次予防といったところで、介護を要しない状態、健康で元気でいられるような状態になっていただきたいということで事業を実施しているわけであります。
　　　今後も、町だけの問題ではないんですが、そういった介護、福祉を必要とする、そういう需要が高まってまいりますので、当然、介護職を含めた職員の確保というのが必要になってくるものと思われます。現実は必ずしも、職員の確保が難しいといった状況もありまして難しいところもございますが、そういった福祉関係の職員、介護職員の確保といったところに力を入れて対応してまいりたいと考えてございます。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　いや、私が言いたかったのは、地域の農業の衰退、集落の農業の衰退が、もうこの介護、要支援、要介護がふえてくる中で、地域の助け合い、集落等の助け合いはもう限度ではないのか、今後将来的には難しくなってくるのではないかと、その観点からお伺いしたわけなんですが。具体的にお伺いしますが、今町長の答弁にもありましたとおり、要支援１・２が介護保険から外れて、これは町が、自由にと言ったらおかしいですけれども、いろんな計画書をつくって町がどのように対応していくのか。今の町長の答弁ですと、29年の５月から実施だと。今この区間は、継続審議期間といいますか、そういった中で、28年度中には介護予防、それから日常生活支援事業計画をすぐつくらなければならないと、これは明示されて、町独自の要支援体制をしていくと。そこの中で今町民課長からも答弁がありましたが、介護に携わる職員、介護、ホームヘルパーと言われる人の絶対数が、これは非常に目に余るものがありますが、こういったものについて、こういう事業計画が進んでいるのかどうなのか。あるいは、これは来年中でつくると言いましたが、来年と言っても今ころまでにつくらないと公表もできない。５月からは実施しなければならないということであれば、こういった計画書が進んでいるのかどうなのか、いわゆる行動計画、プランニングが。そして、ことしじゅうに見直すと今町長の所信表明のような中でありましたが、振興計画、あるいは地方創生計画、こういったいろんな計画に織り込めるのかどうなのか、この２点についてお伺いします。
○議長
　　　鈴木町民課長。

○町民課長

　　　要支援者につきまして、ご指摘のとおり介護保険サービスから切り離した形で、平成29年５月からそういう体制になります。それまでは現在の移行期間、経過措置ということで現在のままでいけるわけでありますが、それに向けて町としましては、年度で区切ってわかりやすい形で行いたいと思いますので、新しい体制につきましては29年４月から実施したいという、そのような計画を考えております。
　　　現在、この計画につきましては、課の中で話を進めているところでありますが、内容が委託料とかそういった部分が当然出てくるものでございますので、予算も関係してきます。その関係で、来年の12月ころまでには策定をしなければいけないのではないかというようなことで考えております。
　　　それから、振興計画の関係でございますが、こちらは介護保険から分離して実施するようになりますので、当然今後の振興計画の中に織り込んでそれらを示してまいりたいと考えてございます。

○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　そうしますと、今年度中、12月には明示したいと公言されております町の振興計画、あるいは地方創生計画の中に、この高齢者福祉対策計画、要支援１・２にかかわる日常生活の支援事業計画ですか、これらについても当然織り込むということの今の町民課長の判断でいいわけですか。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　要支援１・２の計画につきましては、来年の12月の当初予算策定時期までに策定してまいりたいというような内容でございます。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　そうしますと、今度の基本的な町の振興計画あるいは地方創生事業計画にはもう間に合わない、やはり来年の10月ころまでにつくって明示したいと、そういう内容ですね。町の振興計画には間に合わないということの判断だと思うんですが、それはそれでいいんですが、ぜひ整合性、連携をとっていただきたいと思います。
　　　私が心配するのは、日常生活支援事業、いわゆる要支援１・２については各自治体がもう勝手につくれと。どのような作業をするか、どのような方針にするかは、これは各自治体がつくることになっているわけですが、隣接町村やほかの町村に対してのいろんな情報収集も必要ではないかと思うんですが、また、この計画をつくっても果たして、先ほど言いましたが、介護する職員が不足していたら幾ら立派な計画をつくっても実際は運用できないということになりかねないのではないかと、そういう心配をしているんですが、この点についてはどうでしょうか。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　新しい計画は今の事業者とこれからも内容について協議をしてまいりたいと考えてございますが、内容的には通所型と訪問型ということになろうと思います。その充実を図るという形になると思いますので、当然人的な措置、充実が必要でございますので、そちらにつきましては事業者と内容をよく協議しながら今後進めてまいりたいと思います。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　この計画について進めていきたいということなんですが、国が言っているような集落での助け合いとかＮＰＯ法人をつくってのボランティアみたいな助け合いなど、これは不可能ではないかと。どうしてもやはり、行政がある程度集落を応援しながら集落を支えて、集落が滅亡してしまっては地域の助け合い等もなくなってしまうと思いますので、これについては、繰り返しになりますが、集落の支援等について新たな視点、観点からよく集落の維持、行政の維持について頑張っていただきたいと思うんですが。ひとつお伺いしますが、先ごろ、何カ月か前ですが、看護師の募集のチラシ、かけましたが、その看護師は確保された雇用が見込めるのかどうなのか、この点についてお伺いします。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　看護師の部分でありますが、今、退職関係のほうの方を進めておりますが、その中で看護師１名がどうしても本年度でやめたいというような話が出ましたので、そういう中で看護師の募集をかけたところでありますが、申込者が今現在いません。そういう中で、今後町全体の中でも考えていかなければならない内容かと思っております。

○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　看護師にかかわらず保健師、看護師、あるいはホームヘルパーと言われるいわゆる介護にかかわる人は今後不足になるので、何年か前に議会のほうでは、私だけではなくて非常に心配して。町のほうでもホームヘルパーの資格取得のためにかなり援助もされたようですが、絶対数が少ないということは目に見えてわかっていたわけなんです。今ここにおいてなかなか看護師を確保できない、保健師は１名採用されてよかったなと思いますが、まだそういう介護にかかわる職員が不足してグループホーム、あるいは特老の30増床については、全く不足から解消できないと。こういったことについては、先を見通したときには当然出てくる話であったと思うんですが、それは今ここで言ってもしようがないんですけれども。
　　　それで、その開所のおくれについて少しお伺いしたいと思いますが、まず、グループホームについても３月に解消されたと今町長の答弁がありましたが、これはもう国が１ユニットで、１ユニットで全部入所できる体制ではないと思うんです。恐らく今３名か４名、あるいはどのくらいかわかりませんが、くらいではないかと。もう18人の２ユニットで解消できる体制ではないと思うんですが。そちらのほうは民間といったところで国からの3,800万円か幾らかの資金を流しただけで、町では余り。ただし、地域密着型でやってくれているわけですから、町が関与できる大きな幅があるわけですが、それらについてもまた頑張っていただきたいと思うんですが、私たちが問題にしますのは、特老のおくれなんです。これは当初、町長も26年にオープンしたいと。それからいろいろな場所の変更等があって27年４月、あるいは27年の６月、７月と、いまだに開所できないでいると。これらについて、これがおくれればいろんな問題が起きてきますよというような話をしたと思うんですが。
　　　まず、その問題の大きな１つは、介護保険料がことしの３月の議会で今まで平均3,900円を5,400円に、実際に算定しますと5,700円になりますが基金を取り崩して5,400円に圧縮しましたという条例案を出されて、私たちはそれを納得したわけなんですが、その上がった要因の大きな内容は、特老あるいはグループホームの開所による施設介護による値上げといいますか、保険料が高くなる要因ですよと。これは当然４月１日からの算定根拠だと思うんですが、それが今６カ月も過ぎてもいまだ開所ができないと。保険料は先取りしている。サービスは提供できない。これはやはりいろんな問題だと思うんですが、この点についてはどうお考えでしょうか。

○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　まず、グループホームの状況でございますが、現在入所者が８名であります。３月にオープンしまして現在８人の方が入所され、情報によりますと近々１名ふえるかなといった内容でございます。
　　　次に、特老関係でありますが、こちらについては７月29日に増床部分の落成式を行いましたが、現在まで開所に至っていないということで、先ほど町長から答弁申し上げた部分でございます。これにつきまして、その後新たな動きがありましたので、ご報告申し上げたいと思います。
　　　９月９日、議会開会の前の日でありますが、両沼厚生会、寿楽荘園長と福柳苑園長が来まして、両沼厚生会としての考え方ということで説明がありました。増床部分につきましてはあのように立派な施設でございますので、両沼厚生会としてもあのままにしておくわけにはいかない、町長からも強い要望を受けておりますので何とかしたいということで、改めて募集をいたしましたところ、３名確保できる見込みとなったそうでございます。それとあと１名を両沼厚生会全体の配置の中での調整で対応したいということで、４名でありますが福柳苑全体の中での増床部分ということでございますので、それらの体制でもってことしの12月１日には開所をしたい、そのような説明がございました。大変遅くなって、待機者50数人いらっしゃいますが、それらの方にご迷惑をおかけしたわけでございますが、まずは１階部分、12床分でありますが、そちらについてとりあえずそのような状況になったということでご報告申し上げたいと思います。
　　　それから、介護保険の関係でありますが、こちらにつきましては、前の計画期間中3,900円だったものを第５次計画におきまして5,400円に上がったものにつきましては、このグループホーム、それから特老の増床部分を見込んでの保険料だったわけでございまして、今までおくれている部分につきましては、ただいま関係者全員にご迷惑をかけていると認識しておりますので、非常に申しわけなく思ってございます。こちらにつきまして、２階部分もございますので、引き続き入所できるよう職員の確保に両沼厚生会とも働きかけをいたしまして今後とも進めてまいりたい、そのように考えてございます。
　　　以上であります。

○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　これは監査委員の指摘にもありますが、やはり一番被害をこうむっているのは、課長は50人以上の町としての希望者があると、他町村においても坂下町等では100人以上の希望者があるという話も聞いておりますが、30人のうち20人は柳津町からの入所を確約したいと、これにもっていきたいということの答弁もありましたので、これらについてはぜひ、今話を聞きますと、町民課長も大分苦にされているような答弁もありましたが、12月１日に向けてやはり最善を尽くしていただきたいと。再三申し上げますが、これはもう総額７億円の事業費のうち約１億700万円が県で、あとは全部町が負担しているわけなんです。そのうち、計算をしましたら約、起債、借りたのは過疎債だと思うんですが、過疎債の元利金等３割についてはもう一般財源から持ち出さなければならないと。そして、借りられない分、直接金を出した分、補助した分についても１億4,000万円くらいの金があるわけなんです。合わせますと３億円くらいの金が一般財源、税金から出ているわけなんです。
　　　そして、この補助した内容のこの前全協の中で町民課のほうから報告がありましたが、この中には3,300万円ほどかかる備品については、かなり潤沢に補助したなという思いもしますので、これは開所すればそれはそれでいいとは思うんですが、ただ備品を買って、あるいは建物を建てて、使わないで１年もほったらかしておくということについては、これは非常にゆゆしき問題だと思いますので、ぜひ何とか町長の政治力をもってでもこれは開所にこぎつけていただきたいと。そうでないと、入所希望された方々が本当にがっかりして、町の不信感につながってくると思いますので、これらについてはよろしくお願いしたいと思います。
　　　次に、お尋ねしますのは、町がどのような形で要支援者を、これから要介護まで、とりあえず要支援者がふえてくるのではないかと。町民課長も心配しているというようなことを言っていますが、隣接町村、若松周辺、坂下周辺のところですと、かなり個人の事業者がＮＰＯ法人なりをつくっていろいろやっておられるところが結構ありますが、そういったところで余り介護にかかわる職員がなかなか確保できない面もあるのかもしれませんが。町では、やはり個人の事業所で事業者がやってくれるとはなかなか、柳津町は集落があちこちに散らばっている。遠くに行くまでには時間が30分も40分もかかるところもある。冬場についてはなかなか困難な面もある。そういったところからやってくれるところがないとすれば、町長は何とかしたいという先ほどの答弁でありましたが、社会福祉協議会等について今後、拡充といいますか、そういったところを活用していくきりないのではないかという思いもしているのですが、その点はどうでしょうか。個人でやってくれる事業所があればいいんですが、そこらについてはどうでしょうか。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　柳津町のような小さな町村におきましては、なかなかＮＰＯ法人とかそういった部分に期待するのは無理な部分がございますので、なかなか難しいところでございます。ですので、関係事業者と進めて雇用を確保しながら福祉対策を進めるしかないのかと考えております。
　　　社会福祉協議会の充実ということでありますが、これは非常に重要な部分と考えております。高齢化の進行に伴いまして介護を必要とする人はますますふえてまいりますので、それらをサポートする体制、行政だけではなく社会全般で進める必要になっていると思いますので、町といたしましても社会福祉協議会に委託できるような事業につきましては委託をして、社協の充実を図っていきたい。従来からやってきている部分ではございますが、そちらを強化してまいりたいと考えてございます。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　今でもしているとは思うんですが、委託しても受けて消化できないのではないかと、それが心配なものですから、それらについては十分によく社会福祉協議会等と話をして進めていただきたいと思うんですが。これは、町がてこ入れしていくきりないのではないかと、今後の動向もあるとは思うんですが。この質問については、集落の高齢者家庭のおれおれ詐欺とか、それから不当販売、押し売り等、あるいは高齢者の能力判断、認知症等にならなくてもかなりやはり判断力が落ちてくると。あるいは、健康不安、生活弱者と言われるような買い物等についても総合的にぜひ、地域集落を支えるような支援を検討していただきたいと。やる、やらないは別としても、どのような問題があるのか、どのような支援が必要なのか、ぜひ各機関団体、集落等と話し合いをしながら進めていただきたいと思います。この高齢者福祉については、以上をもって質問を終わりたいと思います。
　　　次に、引き続きカメラについてお伺いします。先ほど町長の答弁をいただきましたが、ちょっと私が考えているのとは、どうも答弁がかけ離れているような気がするんです。私は、防犯カメラをつくる、これは選挙が終わってからの町長の就任としての挨拶の中で、我々全員協議会の中、あるいは一般マスコミ、テレビ、カメラ等の中でもう防犯カメラを設置しますというようなことを言っているんですが、その内容について。私はその内容について、あるいはその商店街といいますか、市街地等に設置して監視するのか。あるいは、今後集落の弱ってきた、衰退している、そういった中で、集落の出入り口や集落の中に設置するのか。あるいは、各個人の玄関等に補助でもする形でするのか。あるいは、これは直接関係ないかもしれませんが、公共施設について設置して公共の財産を守るというような観点なのか。町の役場庁舎についても粛々やっていますが、そういった中について、例えば役場の中に設置してもう宿直を廃止していくような方向なんだと。これは柳津町だけではないかと思うんです、宿直をしている町村なんていうのは。こういった職員の軽減を図って事業事務に邁進させる、専念させる、そういった考えなのかなと。
　　　そういった私は具体的な内容を聞きたかったんですが、そこらについてはどうなんでしょうか。

○議長
　　　町長。

○町長

　　　まず、この目的は、犯罪の抑止力、そして犯罪ゼロを目指すということであります。そういった中で、しからばどういう形態にするのかという議員のおただしにありましたとおり、私個人でやるつもりではありません。やはり柳津町として主要な場所にこの防犯カメラを設置するということであります。例えば、特に最近車が多くなったり、車上のいろんな事故があったり、そういったものがあります。そういった意味で、柳津町の主要とする場所にこの４年間をかけて防犯カメラを設置していきたいと。
　　　既に自治体としてこの防犯カメラに着手してやっている町村もありますので、それらの事例を見ながら、犯罪の抑止力になる、そういったまちづくりに町民の安心安全を保っていきたい、そのような意図であります。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　犯罪抑止力と、先ほどの町長の答弁にもありましたが、別に知能犯とか器物損壊とかは余り抑止力にはならないような。むしろやはり空き巣狙いとか、あるいは町なかの犯罪と言いましたが、夜半に出て歩いている観光客とか不特定多数の人が出歩いているということは余り見かけないし、今後ともそういった、どんどん観光地、市街地を可視化するような、防犯カメラを設置するような状況ではないような気もするんですが。確かに、それはあれば犯罪防止には役立つかもしれませんが。これを町が投資して、金をかけて、そして、誰が管理するのか、プライバシーの問題、あるいは商店街の人が、情報の管理はどうするのか、メンテナンスはどうするのか、そういったことで十分に計算した上でないと。商店街の人たちが自分のところにつけられるのが、果たして喜ぶのかどうかも私は疑問に思うんですが。あそこの店に例えば何人が入ったとか何とかとか情報漏れが考えられるし、いろいろ問題があると思うんですが、そこらは十分検討されたのでしょうか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　この件については、総務課長にも柳津町にどのくらい防犯カメラが設置されているのか調べてもらっています。そして、私は、町に防犯カメラが設置してあるということだけでも町の安全性、そしてまた抑止力というのは高まってくる、そのように思っております。そういった中で、議員もご承知のように、子供が犯罪に巻き込まれる、高齢者の徘徊、いろんなことがあるわけですが、私は主要の場所というのは、合流地点とか町場の一番中心部、そういった中で犯罪の抑止力が高まるような場所に設置をしていきたいと。そしてまた、町が全部管理するのではなくて、やはり委託をしながらこういった事業を起こしていくというのが大切だろうと思っております。
○議長
　　　町長、投資という観点で予算等々の精査をしたのか、それから管理についてはどのように具体的に考えているのかと、この２点についてもう一度答弁願います。
　　　町長。

○町長

　　　これについては１つの事例がありますので、そういった中でとってもみました。こういったものをやるには、やはり委託をしてランニングコストの部分で町が見ていくというような方向性のほうがいいなということを見たわけでありますが、そういった事業の展開をしたらどうかと。これからそれらについても十分精査をしながら、本当に柳津町として必要性を高めていく対策をしていきたい、そのように思っています。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　そうしましても、町長、町が直接防犯カメラ、いわゆる監視カメラを管理運営すると、そういう考えですか。委託すると言っていましたが、結局それは管理を委託するということだと思うんですが、全部全て町が持って、余り、町長は既に進んでいる自治体もあるというような話もされましたが、自治体で直接防犯カメラを設置する自治体というのは余りないような気がしますが、ましてやこの過疎地の集落においては、そういう何らかの目的で、あるいは商店街等、個人等が設置しているのはありますが、自治体が直接、柳津町が運営するなんていうことはちょっと考えられないんですが、それはもう町長、間違いないですか、町がもう直接動き出してやっていくということに。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　町が直接運営するのではなくて、今、柳津町も全部ケーブルが通っていますので、例えば営業所、事業所にお願いをして、それを委託してやっていただくというような方向はあるわけでございます。そしてまた、防犯カメラについては、毎日撮られているわけですから、それらを保存しておく、そういったものもありますので、それらは十分研究をしてやっていかなければならない、そのように思っております。１つずつの事例としてとってはもらったんですが、それらについても十分これから精査をして柳津町に合う体制を整えていくというのが大事である、そのように思っています。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　何かちょっとよくわからないんですが、結局、町長がやはり就任された上で言われるということは、既にこれはもう、防犯カメラは設置するんだと、その計画や何かはもうできあがってこのような形でやるんだということでの内容だと思うんです。町長がやはり集落とか中心市街地等のいわゆる安全・安心等を担保していきたい、そのような政策を持っていきたいというんでしたらこれはまた、そこの中の１つの施策として防犯カメラを設置したいというのであればその中での話なんですが、町長がもう施策を言っているには、その防犯カメラはもうできるものだと。どのようなことをやるんだろう、誰が監視するんだろう、どのくらいの管理なんだと。集落において防犯カメラの管理とか、個人のプライバシーの問題とか、商店街においては、そういったところについてはもう十分研究されて、そして必要だからすると。ただ一般の人は防犯、町長は今防犯に非常に効果があるというような言い方をされていますが、これは警察の関係であって、行政が直接犯罪防止にすぐ乗り出すということはいかがかと思うんですが、それはどうなんでしょうか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　これは、私の４期目の公約として申し上げたわけでありますので、今予算を持っていません。そういった中で、きちんとしたカメラについての十分な、町村がやっているところも聞きながら、そしてこれからやろうとしているところを聞きながら、その形態として柳津町に合う方法をきちんと見つけて設置をすると、それが私は１つ筋道だと思っていますので、そういった旨をご理解いただきたいと思います。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　町長、施策がもう防犯カメラ設置ありきから、そこからどう使うか、どうやるか考えるというのは、ちょっとそれは本末転倒のような気がするんですが、私が思うには、やはり集落についてはそういう監視ではなくて、地域の助け合いといいますか、商店街等のいろいろな、まずそれもやってみるべきだと。その中での防犯カメラ等も必要だとあればまたなんですが、まず防犯カメラ設置ありきというふうに思えるんですが、そうではないんでしょうか。何かそれを、こじつけてから防犯カメラを設置するというような、どう使うかこれからまた検討したいと、そういうふうに聞こえるんですが、そうではないんでしょうか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　これは議員さんと私の解釈の違いかもしれませんけれども、やはりこれから柳津町として、これだけ広範囲な町ですからそういった合流地点に、全てのところにケーブルが通っているわけですから、その電気を利用したり、そういったことが必要であるというポイントをつかむというのもこの４期の中で私はやっていきたいというを公約したわけですから、それはご理解をいただきたい、そのように思います。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　私はつくるのが悪いと言っているわけではないんです。その場合、個人のプライバシーの問題、管理とか分析とかいろいろ必要になってくると思うんですが、防犯カメラ、警察等に使うのであればかなり高度な分析能力等も、専門家の意見といいますか、分析、技術能力が必要になってくると思うんですが、そういったところのものをみんな町で持つんですかと。お金を町で、ランニングコストからみんな、設置からみんな町で持つんですかと。町が直接プライバシー、情報の漏れとか何かについても町が責任を持つんですかと。私はそういったことをお尋ねしているんですが、そこらについて町長はもう大丈夫だというのであればそれは大丈夫で、町長が私が公約したんだからこれはつくりますよと、するとその内容はどうなんですかと私は聞いているんですが、どうも私と町長の考え方が違うんですが、これはどうなんでしょう。私にはもう質問、最後に町長の答弁を聞いて私の質問をこれで終わりにしたいと思いますが。
○議長
　　　町長。

○町長
　　　これは一方的ではありません。そういったものは柳津町で本当に適切なのかというところまできちんと精査をして、この設置に結びつけていきたい、そういう思いでありますので、あくまでも犯罪の抑止力になるように町の体制として安心・安全な町だということを言われるような体制づくりはしていきたいと思います。
○議長
　　　５番、横田善郎君。

○５番

　　　町長、当然それが必要だから防犯カメラを設置するというふうに町長は公言されたと思うんです、マスコミや議会等において。ですが、抑止力のためにこれから十分検討したり研究したりしてやっていきたいと、４年間の間にやっていきたいと。ちょっと何か考え方が少しおかしいような気もするんですが、これは見解の相違だと言われればそれまでですからこれで結構ですが、ぜひ町の一般財源等を持ち出して今後ずっと町が負担するようなことにはないような方法で、そして地域が本当にそれを要望しているのかどうなのか、そういったことについて十分検討して、町長がつくると言ったら、これは天の声ですから、つくるんでしょうけれども、これらについて十分検討していただきたいと思います。
　　　終わります。
○議長
　　　答弁を求めますか。

○５番

　　　いや、いいです。

○議長

　　　これをもって、５番、横田善郎君の質問を終わります。
　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長

　　　ここで暫時休議します。

　　　再開は11時20分とします。（午前１１時０９分）

○議長

　　　議事を再開します。（午前１１時２０分）

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長
　　　次に、小林　功君の登壇を許します。

　　　10番、小林　功君。
　　　傍聴の方、お静かに願います。
○10番（登壇）

　　　それでは、さきに通告のとおり２点について質問をいたします。
　　　１、国民健康保険の医療費抑制について。
　　　国民健康保険は町が運営しております。各世帯が負担する保険料は、町がその年度に医療費を推計し、国等の補助金などを差し引いた額を保険料として各世帯に割り当てることになっております。つまり、医療費が安ければ安いほど、各世帯の負担額が減るということになります。しかし、柳津町の国民健康保険の医療費は、県内でも非常に高い水準にありますが、この医療費を抑制するための取り組みについてお伺いをいたします。
　　　２点目、木質バイオマスの活用についてでございます。
　　　ふくしま森林再生事業が３年目を迎えております。この事業の本来の目的は除染であったわけでありますが、柳津町においては除染をする必要性が低いということで、主に衰退した林業の再生・振興のための起爆剤として機能させることに大きな期待を寄せております。そこで肝心なことは、山から伐採、搬出、集積した材木をいかに有効に利用していくのかにかかっております。現在、町が考えている林業の振興につなげるための取り組みをお伺いいたします。
　　　以上です。

○議長
　　　答弁を求めます。町長。

○町長（登壇）

　　　それでは、10番、小林議員にお答えをいたします。

　　　まず、１点目であります。国民健康保険の医療費の抑制についてであります。
　　　平成26年度の１人当たりの医療費につきましては、高いほうから福島県内59市町村中12位であります。医療費削減に向けての取り組みが引き続き必要であり、早期発見・早期治療のために健診受診率を向上させ、重症化の予防に努め、町民の健康を増進して、健康維持をしていかなければなりません。そのために、町民一人一人に健康課題を把握いただくとともに、医療関係機関などと連携をしながら、町民の健康づくりを支援していく必要が重要であると、そのように考えているところであります。
　　　そして、医療費の状況でありますが、入院件数が約４％に対して医療費が50.8％と、医療費に占める入院の割合が高い傾向にあり、重症化してから病院を受診していることが１つの原因であると思われます。医療費が高い年度を見てみますと、医療費が高額になる疾病で、悪性新生物（がん）、虚血性心疾患、脳血管疾患での入院件数が多く、また精神疾患や透析など医療費が高額で長期入院となる方が、入院件数の約34％と比較的多いことを確認しております。
　　　このことから、町の対策として、早期発見の視点から春の検診では、実施期間８日間のうち日曜日にも健診日を設け、受診機会の環境拡大を図っているところであります。そのほか未受診者対策としましては、今年度も秋に一日総合健診を実施して受診率の向上に努めてまいります。
　　　なお、昨年度の健診受診率は66.95％で、県内で上から４位と良好でありますが、さらに未受診者への施設健診などを広報や保健師による健康相談、家庭訪問等により呼びかけながら受診の促進につなげていきたいと、そのように考えております。
　　　また、毎年実施しております人間ドックにつきましては、早期発見・早期治療を目的に受診期日を早めて実施をしてまいります。

　　　これらの健診の結果等を踏まえて、昨年策定いたしましたデータヘルス計画をもとに、レセプトによる医療情報や特定健診結果などのデータ分析を行って状況を把握することによって、重症化の早期予防を行っていくとともに、疾病、年齢等の分類、重複・頻回受診者への保健指導など、医療費増加の要因の把握や課題について明確化しながら予防ができる疾病に重点を置いた保健指導や予防事業を展開して、今後も医療費の削減に努めてまいりたいと、そのような考えであります。
　　　２番目の木質バイオマスの活用についてであります。
　　　当町は、ふくしま森林再生事業等により森林整備を継続的に実施し、長い間管理されなかった山林の整備を進めております。材については安易に燃料チップ等への販売を行うのではなくて、できるだけ用材として高値で取引できるよう販路の拡大等を会津流域林業活性化センター等と協議をしながら、所有者への還元を少しでも多くできるよう努めているところであります。
　　　また、この事業での搬出路は比較的高密度な作業路となっておりますので、これにより間伐後の森林整備の省コスト化へつなげることで、林家の植林あるいは植林後の管理に対する意欲を高めることで、第一次産業である林業の再興を目指していくとともに、伐採にかかわる林業事業体の確保と育成を図っていきたいと、そのような考えであります。
　　　このように公共事業による森林整備が展開される中、材の活用については、町では森林整備加速化・林業再生事業により地域産材を使用した公共施設の建設を計画しながら、材価の高い用材としての利用を推進しているところであります。
　　　また、民間の取り組みとしましては、全国的に木質バイオマス発電を初め、集成材（ＣＬＴ）としての活用やウッドスタート（木育）等さまざまな成功例もありますので、こうした取り組みについて研究をしてまいりたいと考えております。
　　　特に、木質バイオマス発電については、平成20年策定した柳津町地域新エネルギービジョンにおいても、材料の収集方法の確立などコスト面以外でも課題があるとしておりますので、今後実現可能性について再度検証をしてまいりたい、そのような考えでおります。

　　　以上であります。

○議長

　　　これより再質問を許します。

　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　それでは、再質問を行います。
　　　今回のこの２つの質問につきましては、これまで私も他の議員も何回となく質問、あるいは提案を行ってきた件でございます。なかなか取り組みや成果というものが見えてこないということで、さらに掘り下げて質問させていただきたいと思います。
　　　まず１つ目、国民健康保険の医療費抑制についてでございますが、日本人の平均寿命というのは年々延びている、それに伴って、健康寿命というのをいかに延ばしていくかが重要であると言われております。平均寿命と健康寿命の差がいわゆる不健康な期間、病院通いをしなければいけないという期間となるわけでございます。日本人男性で約10年弱、女性では約13年弱というふうな統計が出ております。この健康寿命を延ばしていくこと、これがまさに医療費の抑制につながってくるわけでございますけれども、我が町においては、国民健康保険事業における１人当たりの医療費となりますと、平成18年度から平成21年度においては４年連続福島県下ワースト１という不名誉な記録があります。これは医療費が一番高かったということでございます。また、平成23年度にもワースト１になっている。答弁にありました26年度は県下12位まで改善をしたということでございますけれども、広報のことし４月号を見ますと、特定健診の結果が載っておりました。全国、そして県、柳津町、それぞれの比較が表になって載っておりました。この結果を見ますと、メタボリック症候群と関係するいわゆる腹囲、ＢＭＩ、血圧、血糖、ＨＤＬコレステロール、この値が基準値を超えている方の割合、そしてメタボの該当者の割合が、福島県や国と比べてかなり高い傾向にあったという結果になっております。これは成人病で治療を必要としている方やその予備軍の方が多いというわけでございますが、なぜ柳津町民にこのような高い値が出ているのかということ、これは町なりに原因をどのように分析されているのか、まずお伺いしたいと思います。
○議長
　　　鈴木町民課長。

○町民課長

　　　ご指摘のとおり、特定健診の受診率自体は決して悪くはないわけなんですが、予備軍と言われる方が多い。この原因といたしまして、やはり不健康な生活、慣習、そういったものが基本にあるのかと思われます。これにつきまして、従来はそういった部分での指導というのはなされていなかったんですが、特定健診制度が平成20年に導入されて以降、町といたしましても、そこの強化を図りまして個別の保健指導なりそういったことで実施している部分でございます。
○議長

　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　医療費が高い１つの要因として、答弁にもありましたけれども、医療費が高額になる病気、いわゆるがん、心臓病、脳卒中などで入院件数が多くなっていると答弁にありました。人口が少ない柳津町は、当然分母が小さいので、高額な医療費がかかる人が１人出ると１人当たりの医療費が高くなる。平均値をとるために影響を受けやすいという傾向にあることは、これは否定できないことであります。しかし、健康診断の結果としてさまざまな数値が高い傾向にあるのは、これまた事実であるわけですから、改善をしていかなければいけないということです。
　　　運動や食生活を見直していくために、平成26年度、これは保健師の活動として３名の体制で約850件の訪問活動を行ってフル活動をされたということであります。栄養士も訪問指導や食生活改善推進委員の学習会などを行っているようでありますが、これらの内容や回数で十分なのか。例えば、町を挙げて塩分の摂取量を抑制しようとする取り組みによってかなりの成果を上げているところがあるように、今後この体制や活動の強化、さらに充実をさせていくというような考えはおありなのかどうかお伺いしたいと思います。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　医療費が高額になる要因といたしまして、先ほど申し上げた部分でございます。１人当たりの医療費が高いということで、町でも従来から重点的に取り組んでまいったところでございます。その体制強化を図るべく、保健師を昨年度１名増員していただきました。あと栄養士を臨時職員でありますが配置をいたしまして、生活習慣の改善からが重要だということでそういったところでも体制的な取り組みということで現在行っているところでございます。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　私がお伺いしたい部分は今後の取り組みであります。どのように考えているのかと。拡充、充実、あるいは強化、こういった点で考えているところがあるかどうかをお伺いしたいと思います。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　今ほど申し上げました栄養士、これが重要だと思います。あと保健師については３名で、去年から１名増員体制で取り組んでおりますので、何とかその枠内で取り組んでまいりたいと思います。
　　　あと、外部から保健師と一緒に指導というようなことで当たっていただいておりますが、長野県からの栄養士の方、それから茨城県からの保健師の方、それらの方においでいただき、町の保健師、栄養士と一緒に同行して保健指導に当たる、または町の保健師の内容につきまして協議をして研修をしていく、そういった内容で町の保健師の資質向上といいますか、そういった部分でも取り組みを行っております。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　国民健康保険事業というのは、国民健康保険の特別会計によって運営されているわけです。医療費がかさめば当然のことながら国保税の引き上げにつながり、国民健康保険に加入している町民の皆さんに直接負担を強いるということになります。そうならないように事業運営が求められるわけでございますが、そこで１点お伺いをします。
　　　国民健康保険特別会計に充当することができる基金と保険税の滞納についてお伺いをしたいと思います。ここ10年ちょっとで１億7,000万円を超える基金が取り崩しをされております。さらに言えば、平成25年から27年までの連続３年間、計6,400万円を取り崩している。その結果、現在基金の残高は5,200万円を切ってきております。大変心細い金額になってきているわけでありますが、また相変わらず滞納額もふえ続けている。平成26年度は約140万円の不納欠損を行っているにもかかわらず、滞納者が51名で1,600万円を超えている現状であります。これは平成26年３月末現在ということでありますが。こういったことから本当に健全な財政運営ができているのかどうかということで非常に我々心配になるわけですが、その辺はいかがなのかお伺いしたいと思います。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　基金につきましては、ご指摘のとおり現在基金残5,000万円ほどということでございます。これにつきましては、保険税、国保税をなるべく被保険者の負担を減らすべくここ何年か実施しているところでございます。
　　　滞納自体につきましても、同じような方が残念ながら毎年滞納が出ているということでありますが、こちらにつきまして滞納本部等の取り組みもございますが、総額といたしまして滞納額をふやさないようにということで取り組みをしておりまして、そちらにつきましてはさらに取り組んでまいりたいと思います。
　　　収納率自体につきまして、26年度の収納率につきましては96.29％ということで、前の年から比べて0.38％、若干ではありますが向上しているというような状況でございまして、健全な財政運営といいますか、赤字にはできないわけでございますので、何とか基金を活用しながら、滞納を減らしながら、国保特会の運営を引き続き図ってまいりたいと思います。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　平成30年度にこの国民健康保険事業の一部が県に移るというような話も聞いております。であれば、滞納整理を速やかに進めてできるだけ健全な形で県に移すべきであると一言申し上げまして、次の質問に移ります。
　　　木質バイオマスの活用についてでありますが、先ほど町長答弁の中で、材の活用について森林整備加速化、森林再生事業による地域産材を使用した公共施設の建設を計画しているというようなものがありました。この公共施設の具体的な計画内容についてお伺いします。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　今現在、公民館等やっております集会施設につきましては、ご存じのように琵琶首でも始まっておりますが、県産材を使ったような取り組みということであります。そういう形で地域のもの、材を使って公共施設、学校とかいろいろ公民館等の施設について利用を計画しております。あと、町内材ということでその材を使って、23年からだと思いますが、町の材を使った場合についての補助という形で町のほうとしてもやっております。
　　　以上でございます。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　公共事業については集会所ということですが、県産材ですね。なぜ町から出た材にしないのかということが理解できないんですが、本当にやるのであればしっかりその辺をやっていただきたいと、そんなふうに思います。
　　　次に、答弁の中でふくしま森林再生事業で作業路を整備することによって、路網整備ですね、作業路を整備することによって、林業を営むものの植林の意欲を高め、林業の再興、林業事業体の確保と育成を図っていくというようなことがありました。作業路の整備は、これはあくまで１つの条件整備に過ぎないと私は思います。林業の振興を図るという課題解決の特効薬には、決してなり得るものでは私はないと思います。何と言っても材の出口だと思います。材の利活用を開拓することで林業を持続可能な産業にしていくということに尽きるわけですが、現在町が実施している森林整備事業やふくしま森林再生事業において、伐採後の材については森林組合等を介して市場へ搬入しているということでございます。
　　　福島県の農林水産部で出している木材の市況というものがありますけれども、それを見る限り、今、材がだぶつき気味で価格が低迷をしております。また、市場に搬入できないものについては、燃料チップとして販売をしているということですが、これも思うようにさばくのが難しい状況にあり、売値も安価で大変苦慮しているということでございます。これらの処分方法によって得た代金を所有者に還元をしているということですね。この事業だけで終わらせるということであればこれでもいいと思います。
　　　しかし、林業を産業としてよみがえらせようとすれば、伐採経費を度外視して考えていくわけにはいかないと思います。つまりは、路網整備、伐採、搬出、集積に要する費用などを差し引いた場合、今現在所有者にどのくらい還元できるのか。伐採場所や材の種類なんかによっても変わってくるでしょうけれども、還元できる部分というのは見込めそうかどうかということをお伺いしたいと思います。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　今、森林再生事業で行っている中で、伐採、そこから道路まで搬出したり集積するまでについては、今のふくしま再生事業の補助金の中でやっております。そういう形でやっておりますので、実際、その材料を高く買ってもらうために事業所等に持っていく経費につきましては、当然伐採等の経費はかからないまま本人の手元に行くということでございますので、それについてはとても有益な、伐採所有者にとってはとてもいい条件だと思っております。
　　　以上です。
○議長
　　　所有者への還元についてどの程度なのか、再度。
○地域振興課長

　　　還元につきましては、材にもよりますが、立米当たり四、五千円ということもございます。（「経費を引いてですか」の声あり）はい。経費というか、運搬経費もありますけれども、中で切ったりなんかして集める分につきましては補助事業で、そこから売り手なり製材所へ持っていく分について、買ってもらうというところについては所有者という形になります。（「ちょっと補足します」の声あり）
○議長
　　　町長から補足があります。
　　　町長。

○町長

　　　小林議員の直接の質問に値すると思うんですが、この事業を入れる前に実験をしました。実際にかなり70年くらいたっている杉なんですが、一町歩伐採しました。路網はある程度入るだけにしまして、やって価格を調べてみました。一反歩８万円でした。それが地域に入る実際の金でありましたので、参考にしてください。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　今、町長にお答えいただいた答えが私は欲しかったわけです。決して事業の説明を今聞いているわけではございませんで、その先のことを話しております。
　　　町長が今答弁のとおり、どのぐらい還元できるかということについては、私も非常に難しいことだと思います。しかし、この先、つまり林業の再生、振興を考えずに、今行われている事業２つを終了してそれで終わりということであれば、それこそ一過性の事業になってしまいます。今までかけてきた事業費、あるいはこれからかけるであろう事業費、また職員の労力を考えれば、非常にもったいない話になってくる。いやしくも森林環境整備事業とふくしま森林再生事業は、柳津町における林業振興の主要施策に位置づけられております。そしてしっかりと取り組んでいくんだとした以上、この材の利活用をもっと真剣に考えていくことが必要であると、そんなふうに思います。この点について、確認ですが答弁をいただきたいと思います。

○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　今現在、林家の方がだんだん高齢化に伴って減ってきているということで、いろいろ県のふくしま再生事業等、または森林環境税を使いながら、町としては進めていきたいと思っております。
　　　また、林業に関する後継者につきましても、平成18年から大体約９割の方が森林組合のほうに就職いたしまして、緑の雇用事業ということで当初３年間の事業でありましたが、５年間の就業、そこの中でお金をもらいながら実際的に林家になっていただくような施策をしておりますので、町としてもいろいろなことのそういう事業を活用しながら、今後、林業の産業の活性化について努めていきたいと考えております。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　材の利活用が非常に重要だというふうにお考えだと思います。そこで、私は１つ提案を申し上げたいと思います。材の利活用についてはいろいろ考えられるわけでございますが、ペレットやＣＬＴに加工する等々ございます。最近特に注目されているのは、いわゆる小規模のバイオマス発電でございます。国会でことし６月17日、電気事業法の改正を行いました。電力事業の新規参入、これを容易にするためのものでございますけれども、送電設備を使いやすくするための改正でございます。いわゆる発送電分離を決定したということでございますが、これによって来年の４月から電力の小売を前面自由化して、そして消費者が電気の購入先を自由に選ぶことができるというようにすることであります。これまでは電気事業者に対して売電していたのが、一般消費者への売電が可能になるということで、非常に幅が広くなってきております。これによって採算ベースにのせることができるかどうかわかりません。検討する余地があると思いますが、ここは肝心なところですから、町長、振興課長、お二人にこの必要性、バイオマス発電に対する評価等々について現在のお考えをお聞きしたいと思います。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　それでは、10番、小林議員にお答えをいたします。
　　　この下段のほうに、柳津町では平成20年に策定をいたしました柳津町の地域新エネルギービジョンというものを立てて、材料の収集方法や確立、コスト面以外の課題があるということで、いろんな模索をしてまいりました。そういった中で、かなり難しい状態だということを判断しております。

　　　そういった中で、時代背景が随分と林業に関することが変わってきましたので、これらについては、今議員がおただしのとおりいろんな面で国の動きがあります。そして、県のほうでも協議会等をつくりながら、このバイオマス関係、ＣＬＴ、そういったものに踏み込んでいきたいという動きがあるようであります。私はそういった面で、議員もおっしゃるとおり、これから一挙に物事は進まないと思います。そういった意味で、例えば講習会、そしてまた専門家の皆さんを招致しながら、やはり町民の皆さんにもバイオマスというのが、規模がどういうものがメリットがあるのか、そういった共有する場所をやはり提供していかなければならないと。そういった意味で、今ご提案があったことについては、広くやはり町民にも周知をしながら、講習会等を開いていくというようなことがこれから必要であろうと、そんな認識を持っているところであります。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　木質バイオマスの活用につきましては、今、奥会津五町村活性化協議会、柳津から只見までの中で、やはり広域的な取り組みを持ちながら今勉強中でございます。今年度からふくしま再生事業の活用を使ってバイオマス的なものができないかということで、今協議会の中で勉強会として取り組んでいるところでございます。再生エネルギー特措法の中では、実際地域の活性化を目指して、それでなおかつ再生ということでございますので、そういうことを広域的に連携しながらやっていきたいと考えております。
　　　以上です。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　今の私の質問の意味するところというのは、このことが災害時のベース電源にできるということも当然これはあるんですけれども、電気を町でつくり、そしてその電気を町民が使うという、いわゆる電気の自給自足までできないかということを考えております。電気と食糧の自給自足が可能な町をつくる。これは地域づくり、まちづくりの話にも当然なってまいりますけれども、食糧やエネルギーについては外から影響を受けにくい町をつくっていくという、これは画期的な取り組みができるのではないかと思います。柳津町の自立的発展というものに期待できるわけでありますけれども、こういった取り組みに対して、去年の４月にエネルギーの基本計画というものが閣議決定されております。これによりますと、「小規模の木質バイオマス発電は、地域に密着したエネルギー源であることから」、ここが肝心です。「自治体を初め地域が主体となって導入促進を図ることが重要である」と。地域や自治体が主体となる、です。民間ではありません。そして今、課長の答弁にもありましたけれども、公益的に連携をしてということではなくて、あくまでも小規模な木質バイオマスということでうたっております。地域に新しい産業を興したり、地域活性化につながるというようなことをこの閣議決定で言っているわけでございます。これによって、農林水産省や経済産業省、あるいは資源エネルギー庁やさらには環境省、こういったところの補助金がたくさん出てきております。こういったものを最大限に利用して、材の有効利活用を検討いただきたい。決して私は雲をつかむような話をしているわけではありません。やろうと思えばできる事業だと思いますし、町長も４選を果たされて信任をされたわけですから、今こそ強いリーダーシップを持って、発揮をされて実現いただきたいと考えますが、町長、いかがでしょうか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　確かに可能性の高い、これからの持続性を見れば、これだけの山があるわけですから、今、小林議員がおっしゃったことが本来の姿である、そのように思っております。ただ、今まではコスト面で随分とかかってそれだけの供給源がなかったということで、大変後ずさりをする機会が多かったと思います。そういった意味で、国のほうでもそういった方向性を示してきたということで、それぞれが自治体として地域の皆さんとタッグを組みながらやっていくというのは、これは必要であろうと。
　　　先日、地熱の全国大会があって、秋田県の湯沢に行ってまいりました。まさに湯沢の取り組みが、今議員がおただしのとおり、自給自足で湯沢町はやっていこうという取り組みをしておりました。ハウス栽培を見てきたんですが、その熱を利用して除雪も熱、そして中の温度も熱ということで、それを活用しながらやっていくという事例を見てまいりました。そういった意味で、今、小林議員がおっしゃったことは夢ではないという思いをしておりますので、我々も調査をしてまいりたいと思っています。
○議長
　　　10番、小林　功君。

○10番

　　　世界的にこういった木質バイオマスの発電ということになりますと、地球温暖化、大丈夫なのかと。ＣＯ２の削減というものが世界的に叫ばれておりますけれども、このバイオマスの燃焼させたり、あるいは還元反応するということをしても、木というのは成長の過程で二酸化炭素を吸収しながら成長していくということで、温室効果ガスの排出はゼロとみなされてカウントされないというところがあるわけです。そういったことも含め、また、美しい空や清らかな水、澄んだ空気を守って環境に優しいまちづくりに向けて今こそ明確な方向性を示していただきたいと、そんなふうに思います。今が絶好のチャンスだということを申し添えて、私の質問を終わります。
　　　以上です。
○議長

　　　これをもって、小林　功君の質問を終わります。

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇

○議長

　　　ここで休議します。

　　　再開は午後１時とします。（午後０時０２分）

○議長

　　　議事を再開します。（午後１時００分）

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇

○議長

　　　次に、田﨑信二君の登壇を許します。
　　　１番、田﨑信二君。

○１番（登壇）

　　　さきの通告のとおり、２点についてお伺いいたします。

　　　まず１番目、「いで湯と信仰とスポーツの里」の町づくりについて。
　　　町が活性化のためにキャッチフレーズとして昭和57年に掲げ、さまざまな情勢等の問題に対し振興計画を基本政策として定め、各施策ごとに各種事業を推進し、あらゆる分野での振興として町の活性化対策を考えてきたと思うが、現在、このキャッチフレーズに合った取り組みを行っているのか疑問視される状況に感じる。今後どのように考え、取り組んでいくつもりなのか、具体的にお聞かせ願います。
　　　２、「デスティネーションキャンペーン」の取組み効果について。
　　　県内において４月から６月まで繰り広げられた大型観光企画であるが、県内の観光客入り込み数は1,332万1,667人で、東日本大震災後では最多との報告があったが、当町の状況をどのように評価するのか。
　　　また、３月の定例会では「ジヌよさらば、かむろば村へ」の映画だけの一過性では終わらせないという考えを示されたが、現在どういうような取り組みを計っているのか伺います。
　　　以上です。
○議長

　　　答弁を求めます。
　　　町長。

○町長（登壇）

　　　それでは、１番、田﨑議員にお答えをいたします。
　　　まず、１点目の「いで湯と信仰とスポーツの里」の町づくりについてでありますが、まずいで湯については、当町には柳津温泉と西山温泉の２つの温泉がございます。
　　　当初、柳津温泉は西山温泉の源泉から柳津温泉まで引湯しておりましたが、昭和62年に円蔵寺境内で町が源泉掘削をして成功いたしました。その後、再度平成19年に新源泉を町で掘削をして柳津温泉の旅館等に配湯をしているのが現状であります。

　　　西山温泉は、以前は東川に源泉がありましたが、平成18年に新源泉（荒湯）の掘削に成功して、西山温泉山村公園せいざん荘を初め、西山温泉旅館へ配湯をしているのが現状であります。
　　　また、歳時記の里・奥会津活性化事業により、柳津町観光休憩施設、憩いの館ほっとｉｎやないづの整備や、西山温泉山村公園せいざん荘の露天風呂の改修を行うとともに、観光ウォーキング事業、みずウォークでありますが、約2,000人の方々に無料入浴券を配布しながら、柳津・西山温泉のよさを体感していただいているところであります。
　　　さらに、誘客プロジェクト事業として、旅館組合に対して西山温泉送迎サービスや宿泊者への商品券サービス等の提供を行っております。今後も柳津温泉及び西山温泉への旅館への給湯のために町が源泉の維持管理を行うとともに、温泉地として環境整備に努めてまいりたい、そういう思いであります。
　　　次に、信仰についてでありますが、観光振興事業として元朝詣りシャトルバスの運行を初め、七日堂裸参り、おこもり、冬祭りの歳ノ神・鳥追等伝統行事への助成を行っており、赤べこ発祥の町プロジェクト事業でも、十三講まいりの児童による赤べこ絵付け体験等を通して信仰の里のイメージ定着に努めております。今後も、福満虚空菩薩円蔵寺を中心とした伝統行事等を継続してまいりたいと、そのように考えております。
　　　次に、スポーツの里についてでありますが、町は昭和54年度よりＢ＆Ｇ財団助成事業並びに各種補助事業を活用しながら、体育館、武道館、プール、艇庫、グラウンド、テニスコート、そして遊具広場等の運動公園スポーツ施設建設を行ってまいりました。その５年計画の最終年度、昭和59年８月３日に柳津町スポーツ振興宣言の町を掲げ、青少年の健全育成と町民の体力向上、地域住民の融和を図ってまいったところであります。施設の整備によって各種大会の開催や利用者の増加、高校・大学生の合宿など多くの利用が毎年続きました。その間、町はスポーツ推進委員の増員や体育協会の強化充実を図るとともに、加盟団体への支援、加入促進、指導者の育成、各種大会や教室の開催をしてまいりました。その結果、県内外の各種大会への参加も多く、優秀な成績をおさめる団体や個人もふえ、現在に至っております。
　　　今後は、施設の老朽化に伴い、各種補助事業等を活用しながら、計画的な改修、修繕によって施設の維持、管理運営に当たってまいりたいと、そのように思っております。
　　　さらに、住民の健康管理と生涯スポーツの重要性を考えると、総合型地域スポーツクラブである赤べこトータルスポーツとの連携、支援は、これからの柳津町スポーツ振興に大きな役割を果たすものと思っております。今後も赤べこトータルスポーツの動向を見ながら、十分な話し合いを重ね、これからの柳津町のスポーツ振興について協議をしてまいりたいと、そのような思いでいるわけであります。
　　　２番目の「デスティネーションキャンペーン」の取り組みでありますが、当町の４月から６月までのデスティネーションキャンペーンの入り込み数は、前年同期と比較して112％、１万9,109人の増で、東日本大震災後、最多の入り込み数でありました。東北電力株式会社柳津西山地熱発電所と柳津町観光休憩施設、憩いの館ほっとｉｎやないづは、前年比約80％と減少をしておりますが、福満虚空蔵菩薩円蔵寺、斎藤清美術館、柳津町観光物産館清流苑は、前年比110％から120％であります。柳津町観光物産館清流苑においては、過去10年間の中で、丑寅まつりのあった平成21年に次いで２番目に入り込み客が多い年でありました。また、ゴールデンウィーク期間中においては、例年より町なかを歩く観光客が多かったという地元商店からの声も聞いております。
　　　このようなことから、デスティネーションキャンペーンの効果や映画「ジヌよさらば、かむろば村へ」の効果が、若干ではありますがあらわれているものと評価をしております。
　　　現在、映画「ジヌよさらば、かむろば村へ」の事業については、ゴールデンウィークから映画ロケ地を巡回するバスを日曜日と休日の午前、午後１回ずつ運行しながら、現在107名の方が利用しております。また、７月20日からスマートフォンを活用したロケ地へのナビゲーション機能と町内観光情報を追加して、映画をきっかけに町を訪れた人に町歩きを楽しんでいただくために、映画ロケ地スタンプラリーを実施しているところであります。
　　　今後、映画「ジヌよさらば、かむろば村へ」のＤＶＤやブルーレイが今月18日に発売される予定であります。そのＤＶＤやブルーレイの商品の中に、柳津町の特典つきのアンケートを盛り込んだロケ地情報の冊子が同封されております。また、ＤＶＤには、作品以外にロケ地の様子がメイキング映像として30分間入っており、購入した人がロケ地の映像を見て柳津町に興味を抱き、さらに訪れた際にはまた来てみたいと感じられるような、町民挙げてのおもてなしができればと考えているところであります。
　　　さらに、まちなか整備事業として県補助金、まちづくり支援事業の採択を受けて、会津柳津駅から安久津地区までの商店等を中心に、赤べこをモチーフとしたプランターを整備する予定であります。そして、きよひめ公園のベンチ及び仕切り用プランターを整備して、観光客を初め利用者の利便性の向上を図りながら、継続的に観光地としての魅力づくりに努めてまいりたい、そのような考えを持っております。よろしくお願いします。
　　　以上であります。
○議長

　　　これより再質問を許します。

　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　では、キャッチフレーズについてでございますが、この質問については一度、２年前ですか、私が再度質問をしたようなことでございまして、いで湯と信仰の里と温泉と福満虚空蔵尊を中心に考えた古い歴史を持った自然豊かな町としてだと考えられます。また、スポーツの里は、やはりＢ＆Ｇ海洋センター等、この利活用をしたものと町の活性化対策と考えてきたと思います。しかしながら、最近では人口の減少、または少子高齢化等の問題が加速されてございます。これらのキャッチフレーズとかけ離れてきているのではないかというふうに私個人的に思われるわけでございますが、それについてどのように感じられているか、伺いたいと思います。
○議長
　　　金子地域振興課長。

○地域振興課長

　　　「いで湯と信仰とスポーツの里」につきましては、柳津町としては教育合宿、実はスポーツ施設という形でスポーツ合宿が多かったわけでございます。それで、今現在どういう合宿が来ているかというと、やはり体育系の剣道とか野球とか、応援団も含めましてそういう合宿もふえております。それと相反しまして、文化的教育の合宿という形で文化、パソコンとかいろいろ絵を描いたりする方とか、教育的にクラブ活動の一環としてそういう文化的な形の合宿もふえております。
　　　町内の合宿施設につきましては、やはり人口も減っていますのでその分については合宿数も若干は減っておりますが、スポーツの里として柳津町が合宿を誘致してそれでやっている分につきまして、数字的には、合宿等も含めたところで見ますとそんなに大差はないという形でございます。
　　　キャッチフレーズは、当初、当時のところにおきますと、いで湯と信仰と言えば柳津町だという形でキャッチフレーズがすぐ連想されるところでございます。それでまた、スポーツの里につきましても、今いろいろな町の中でも赤べこトータルスポーツを含めながら、少子になったにもかかわらずスポーツも振興している状態だと思っております。
　　　以上でございます。
○議長

　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　私の質問とはちょっとかけ離れたような答弁だったと思うんですが、いで湯と信仰は、先ほど町長のほうからご説明があったように、最近みずウォークがかなり、ことしは2,000人ということで来町者がふえたわけでございますね。あと、虚空蔵様を中心にした行事等もかなりやっていまして、あらゆるイベント事業とタイアップして町への誘客を図っている努力は非常に感じられると思うんですが、これが本当にまちづくりになっているのか。ただ単事業を行っているだけの繰り返しで終わってしまうのか。それをひとつ私は伺いたいと思います。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　柳津町の観光につきましては、やはり円蔵寺を中心として、また赤べこ発祥のまちという形で事業を進めているところでございます。それを基本にしながら、やはりいで湯と信仰という形とプラス、スポーツの町という形で行っているところでございます。まちづくりにつきましては、一過性のイベントでなく、やはり町内、町民の人はもちろん、町外の方にも来ていただいて、それについて喜んでいただけて、なおかつ継続して柳津町に来ていただくような形でやっております。
　　　以上でございます。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　大体答弁の内容はわかったんですが、強いて言うと信仰、それからスポーツの里ということで、私はそこに重点を置きましたのでそれについて質問させてもらいますが、スポーツの里として当町は、施設が他町村から比べれば非常に劣らないというか、進んでいる町ではないかというふうに整備の辺では捉えているわけなんですが、最近ではスポーツ行事もかなり多くなりまして、それから町民のスポーツ関心、それから考え方も変わってきていると思われます。
　　　このような現状の中、私が思うには、町民だけではなく、やはり観光地でございますので、観光客同様に町外のスポーツ愛好者の方々が施設を利用するというようなことだと思います。そのためにはどのような対策を講じていくのか、ひとつ町長の考え、それからスポーツ関係ですから公民館長、それについてお聞かせ願いたいと思います。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　議員のおっしゃるとおり、柳津はまさにそういった資源があるということで、ほかから見れば大変うらやましい町であると、そのように思っています。１つ私の考え方の中で、この信仰といで湯を兼ねてなんですが、これはやはり雇用に結びついていって持続性を持つと。それがやはりいで湯と信仰の大切な基本的な体制であると思っています。先ほど議員からご指摘があった、イベントに特化してしまってそういったものが職員の重荷になっているということではなくて、町民全体が楽しんで、そしてなおかつ収益性の中で生活の糧となる、これが望ましい姿であると思いますので、それに努力をしてまいりたい、そんなふうに思っています。
　　　そのあらわれが１つ、赤べこだと思うんですね。赤べこの基本的なベースがないと。発祥の地であって、その発祥が柳津でないと。ただ、名目だけが発祥の地でありますので、赤べこの、例えば細工にしても基本的なものが柳津にないと。そういったものが何か１つ生まれればということで今努力したいと思っているところであります。
　　　そして、スポーツでありますが、私は健康とスポーツを兼ね合わせて、これを観光の目玉と一緒に、健康づくりをしながら、例えば皆さんに万歩計を渡して万歩計の競争をしてもらうと。その結果によって順位を争うということで、ぜひこれは１泊の事業にすると。そうしますと、必ず柳津町に泊まって温泉を利用して、宿泊をしてその大会に臨んで、２日間のトータルで柳津町の名物とか柳津町から出たものを商品にするとか、そういう仕掛けをやっていければ、やはりいで湯と信仰の町の中で、町を歩いたりといった姿が可視化すると。そういったことが大事であろうと、そんなふうな取り組みができればと考えているところであります。
○議長
　　　鈴木公民館長。

○公民館長

　　　それでは、スポーツの関係についてご答弁申し上げたいと思います。
　　　今、議員おっしゃるように、柳津町は確かにスポーツの振興の町というようなことで進めております。当初、昭和五十四、五年当時、これを始めたころについては、会津地域、県内でもこういった施設設備をもってつくり上げていったのは柳津が最初でございまして、珍しさ、あとそういった施設の多さによって大変多くの方がいらっしゃいました。そのために、スポーツ合宿等も相当来ておりまして、年間四、五千人の方が来ておりました。ただ、その後、こういったスポーツ施設については各町村でいろいろつくるようになりまして、実際のところ、そういった形でよりいいもの、より施設の大きいものというような形で離れていったのが現状でございます。
　　　こういった中で、現在、柳津町、特にスポーツ施設でありますけれども、町の財政規模、町民の規模に合った施設という形を考えますと、今の施設は十分でございまして、その中で特徴的なものを伸ばしていきたいというようなことで今現在は考えております。

　　　その１つがテニスコートであります。テニスコートについては、８面全天候、オールウェアの砂の入ったすばらしいコートでありまして、これらの整備が年度はちょっとあれなんですが、これについては、会津若松市が他ではありますが、ほかではございません。今現在、両沼地区でもこういったものがございませんので、いい例がことしの会津地区の大会が会津坂下町で開催されましたが、テニスコートだけはこちらを貸してくれという形で利用されるような形になっております。そんな形で、私どもは、こういった特徴のあるものについては大きくＰＲしていきたいということでございます。皆さんご存知のとおり、復興支援のときには、テニスのクルム伊達さんが来てここで県内の青少年の有望な合宿等も開いておりまして、そこに講師として招かれて来ておりますし、そういった形です。
　　　これからの誘客の関係なんですけれども、今、町と旅館組合等といろいろやっておりまして、町では柳津町に宿泊された方については、スポーツ施設を全て無料化しておりますので、こういったこともこれからはＰＲしていきたいということで、大いに使っていただきたいと。そのほかに、今いろいろ出ましたけれども、新しいスポーツ、総合型スポーツの中に、やはりこれからは健康管理も考えていきますと。こういった形で新しいスポーツを入れていくということ。これは今現在やっておりますけれども、他町村からの参加者もおりますので、こういったことをこれからの利用促進にしていきたいというようなことで思っておりますので、あと各町民課なり体育協会なりと連携しながら、スポーツ施設並びに町の健康管理というようなことで考えて進めていきたいと思っております。
　　　以上です。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　まず、町長のほうの先ほどの答弁の中で万歩計の話が出たんですが、やはり私は、その発案というかそういう想定外的な、これを待っていたんですよね。今ほとんど、こんなことを言って失礼なんですが、職員の方はそういうような発想を持てるような取り組み方、これがないと思うんですよ。ですから、万歩計にこだわるわけではないんですが、やはり今後の考え方としてはいい発想の計画ではないかと思われます。
　　　あと、公民館長については、やはりテニスコートが、これはもう県内きってのテニスコートだと私は考えております。ですからやはり、その辺をうまくこれから活用して、県内からあらゆるテニス愛好家を引き入れられるような考えを進めてもらいたいと思います。
　　　やはり柳津町はスポーツの里らしく、数年前は学生さんの合宿地としても使われていたということで、夏、学生の夏休み、町の中が学生たちがあふれんばかりで活気があったような気がするんですが、最近では残念ながら合宿の受け入れも年々少なくなってきたということで、これについては、いろいろ話を聞きますと旅館内の問題、価格的な問題、それから学校と町との信頼関係、そういうのがいろいろ問題となって減ってきた原因ではないかというような話も聞かれております。
　　　しかし、私は、スポーツの里らしく、やはり合宿をふやして再度活気のある町にしていってもらいたいと個人的に考えるのですが、このような現状を踏まえまして、今後どのような対応策、また支援、協力を今後していくのかお聞かせ願いたいと思います。
○議長
　　　鈴木公民館長。

○公民館長

　　　先ほどちょっとお話の中にしておりますが、これからは、確かにほかの方々を呼ぶというのも大変重要でございますが、やはり１つは社会体育、スポーツ関係の中に住民の健康というものを１つ入れなくてはいけないということを十分私どもは考えております。その中に、先ほどからございます地域総合型スポーツの中に今立ち上げているのが、赤べこトータルスポーツという団体でございますが、これが今、会員がまだ80名ぐらいで少ないんですけれども、これの育成を今図っているところでございます。町は今スポーツ施設、確かにありますけれども、これを運営しておりますけれども、中のスポーツ関係の行事、その他については体育協会、そういったものの方々が運営に携わっているものが大変多うございます。そういったものについて、やはりこういったものが、トータルスポーツがＮＰＯ法人、法人化に向かって今進んでおりますので、そういったものの受け皿ができた段階においては、そちらのほうにやはり少し委託をしていきたいと。これは財団法人の日本体育協会ですが、ｔｏｔｏの補助金をもらいながら運営をしております。この中で昨年度は800万円ほどの事業費をいただいておりますので、これは全く町その他の財源ではございませんので、これを法人化していきますと、そういったものを使いながら人件費については賄えていけるということでございますので、そういったことを考えていきたいということです。
　　　それに加えまして、こういったスポーツは今、会津美里町、会津坂下町というようなことで、大きいところではそういった地域型スポーツをやっているんですが、柳津から以降、三島、あと近隣の町村では少なくて、やはりそういった混ざりたい、加入したいということで来ておりますので、そういった方々をどんどんこちらに呼び込みまして、会費制でございますけれども、今後はそういったことで進めていきたいというふうに考えておりまして、住民の方もそこに入っていただければ少しでも医療費の抑制につながるのではないかということで、今少しずつ努力しているところでございます。
　　　以上です。
○議長
　　　それでは、学生等の合宿の誘致については、地域振興課長。
　　　地域振興課長。
○地域振興課長

　　　合宿について今後ふやしていくというような町の対応につきましては、やはり受け入れ先であります旅館組合等については、高齢化になってちょっと対応できないというところもございます。今後、そういうところと話し合いをしながら進めてまいりたいと思います。
　　　以上です。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　公民館長の言われたｔｏｔｏの関係、これは前議員の中からもいろいろ意見なり要望なり出したような経過があると思いますので、詳しいことは頭に入っていたんですが、一日も早くやはり、私もそういうような法人化的なことで進めていってはどうかと思いますので、よろしいかと思います。
　　　合宿関係については、やはり何ぼ旅館組合の経営者が高齢化になってきたからどうのこうのではなくて、高齢化になったから、ではそのためにはどういうような対応策をしていくんだと。やはりそういう話し合いの場を持って、そのためには、一番は、いろいろ話を聞きますと、観光客と合宿、学生たちとの受け入れの価格的な宿泊関係、宿泊代というか、これらがかなり差が出てきているのではないかというふうに聞いております。その価格的な問題については、やはりいろいろな町として１つの旅館に助成するのではなくて、町全体の旅館組合だったら旅館組合のほうに助成まではいかなくても、何か支援策のような一本化した考え方は持っているのではないかと思いますので、今後ひとつその辺に取り組んでできればと思います。
　　　最後になりますが、このキャッチフレーズを生かしたまちづくりを今後本当に進めていく気があるのか。それとも、このキャッチフレーズをまた変えて、今赤べこと言われていますから、赤べこの里にするのか。そういうふうに再検討するのか、簡単に伺いたいと思います。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　お答えをしたいと思います。
　　　やはり、いで湯と信仰というのは、柳津町が先人の皆さん、柳津町はこういう町にしたいということでつけたキャッチフレーズであります。そして、なおかつ風習、風土、やはりこの柳津町からかけ離れたものは、やってもなかなか定着しないということで私は思っています。私は、このいで湯と信仰の町として、皆さんに知名度を上げていくような体制づくりをして、何とか柳津町はまさにこのキャッチフレーズにふさわしいまちづくりをしているという方向性を定めていきたい、そのように思っています。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　わかりました。では、ひとつよろしくお願いしたいと思います。
　　　２つ目のデスティネーションのキャンペーンについてでございますが、当町の観光客の入り込み数が前年同時期から比べますと上回ったという報告がありまして、私としては会津管内の観光地と同じように上回って大変うれしいと思います。しかし、考えるのは、これは先ほどの報告の中では、肝心かなめの旅館関係、これらの数字がどうなったのか、これが出ていません。入り込み数ですね。ふえたのか、ふえていないのか。あと、このデスキャンが終わった後、６月で一応終わったんですが、その後どのような誘客方法を考えているか、それについてお聞かせ願いたいと思います。
○議長
　　　金子地域振興課長。

○地域振興課長

　　　旅館につきましては、ただいま取りまとめているところでございます。ですから、４・５・６についての入湯税絡みは来ていますけれども、入り込み客数については旅館ごとがまだ出ておりませんので、それについては今後数字がわかり次第お知らせしたいと思います。
　　　ＤＣのその後の取り組みということで、来年度が最終年度でアフターＤＣということになります。それにつきましても、やはり柳津町ならではの赤べことか４・５・６でございますので、やはり「ジヌよさらば」的なところをデスティネーションキャンペーンに入れながら、柳津町でも花いっぱい運動という形で赤べこの、今後ですけれども、プランターをやったりして、花いっぱい運動プラス何かしらのイベントをしながらデスティネーションキャンペーンについては対応していきたいと思っております。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　内容的にはわかったんですが、それで、町はこのデスキャンに対して当初どのぐらいの期間中の来訪者を想定していたのか、その辺を。この数字からいきますと、ただ１万9,109人がふえたんだよと。何名を想定していて、ふえた数字だけなんですよね。ある程度計画性があって、結果がこうあったと思うので、その辺をお聞かせ願いたいと思うんですが。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　申しわけありません。手元にちょっと資料がないので、調べて報告したいと思います。よろしくお願いします。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　映画について、これは一番話題性のあるやつでございまして、先ほども言いましたように、３月の議会で同僚議員のほうからも質問があったものでございまして、一過性で終わらせないというような答弁がございまして、これに対して今現在、ロケ地の巡回、またスマートフォンの活用での対応を行っているということでございますが、あと、今月の18日にＤＶＤそれからブルーレイの商品が発売されるというような報告がございます。いろいろこれらに対しては話題感が上がる町として映画に対する今後の取り組み、これをどういうふうに考えているのか。映画については、多分放映が先月猪苗代町で最後になったのかなと。この後がこのブルーレイ、それからＤＶＤの発売に至るわけですが、実際ＤＶＤの発売に当たってどのような、これからキャンペーンなりやっていくのか。ただ単に制作会社なりにお任せしちゃっていくのか。今まで映画のＰＲは町を挙げていろいろな活動をやったりしてきたんですが、ＤＶＤのＰＲはやらないのか。その辺についてどのような考えを持っているのか、お聞かせ願いたいと思います。
○議長
　　　金子地域振興課長。

○地域振興課長

　　　今月18日に映画「ジヌよさらば」のＤＶＤが発売になるのに合わせまして、今後かむろば村ジヌ祭りという形で今後やるように考えております。それにつきましては、例年という形で新米とかソバが収穫される時期ぐらいに、かむろば村の新鮮野菜市、かむろば村の名物料理などということで提供しながら、今後映画の要素を取り入れて、また先日ですが、本当に映画で使った品物を展示しながら、今後かむろば村ジヌ祭りという形で開催していきたいと思っています。
　　　また、映画が発売になるわけなんですが、実際またそれで、見ていない方もいらっしゃいますので、再度見られなかった方に対して映画の試写会等を考えていきたいと考えております。
　　　以上です。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　どういうわけか映画の話題になった質問になってしまうんですが、映画は実際に、県内で試写会も含めてやっているのは大体新聞等の紙上でわかるんですが、では、県外ではどのぐらい放映されたのか。その辺、金額はいいんですが、人数的なものとか回数とか、全国的にどのぐらい、採算とれたのか、わかっている範囲で教えていただきたいんですが。
○議長
　　　金子地域振興課長。

○地域振興課長

　　　製作会社でありますキノフィルムズさんにお聞きしたところでございます。９月１日現在で、上映された劇場数につきましては、全国累計で158劇場でございます。累計した動員につきましては16万7,941名ということでございます。採算については不明でございます。
　　　以上でございます。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　わかりました。
　　　それで、今のデスティネーションキャンペーンについては、やはり今後映画の「ジヌよさらば、かむろば村へ」を主に取り組んできている経過だということでわかったんですが、例えば先ほどから、いで湯と信仰の里も同じなんですが、赤べこまつり、かなり毎年予定して計画しているかと思うんですが、これらについてやはりデスティネーションキャンペーンと含ませたような推進をしてきているのか、きていないのか。きているとなれば、今後赤べこまつりに対する考え方、この辺についても教えていただきたいんですが。
○議長
　　　金子地域振興課長。

○地域振興課長

　　　赤べこまつりの中においても、やはりジヌコーナーという形で、柳津町がメーン会場になりましたところでございますので、そのコーナーを使いながら県内外については赤べこまつりを開催していきたいと思っております。今年度につきましても、同じように10月に赤べこまつりがございますので、それにつきましても「ジヌよさらば」的な映画コーナーを入れながら柳津町をＰＲしていきたいと考えております。
　　　以上です。
○議長
　　　１番、田﨑信二君。

○１番

　　　先ほど言いましたように、町なかの整備事業ということで、今後、赤べこをモチーフにしたプランターなどを整備していきたいということで、県のまちづくり支援事業を調べてみますと、公園整備、それからプランターの整備とか、これらのための支援の事業だというふうにうたっているわけなんですが、これらを、やるんだったら１年そのときだけでなく長くやっていただきたいと。何か今まで見ていますと、その場限りで終わってしまうのがほとんどなものですから、やはりその辺よく、この支援事業は町、それからあと商工会、観光協会ですか、取り組みできるやつは、その辺よく話し合って進めてもらいたいと思います。
　　　あと１つだけちょっと残念だったのは、町の観光情報で多分デスティネーションキャンペーンの情報だったと思うんですが、食めぐり、湯めぐり、歴史、神社仏閣、それから自然というような分類がありまして、柳津町は食めぐりについては今、公社さんで販売しているソースカツバーガーが出ていたんですが、湯めぐり、これが載っていないんですよね。だから、何でこのデスティネーションキャンペーンで湯めぐりに柳津の温泉が入っていなかったのかなというふうに、ちょっと残念だったんですが。神社仏閣については、ご存じのように虚空蔵様がありますからこれは問題なかったんですが。やはりその辺もうちょっと。失礼ですが、本気で取り組んでいたのか、いないのか。その辺やはりこういうことに対しては抜け目のないようなことでひとつキャンペーンに取り組んでいただきたいと、こういう要望をしまして質問を終わりたいと思います。
○議長
　　　田﨑議員、湯めぐりの載っていない、これが入らなかった理由、答弁はいいですか。

○１番

　　　いいです。終わります。（「答弁漏れで」の声あり）

○議長
　　　答弁漏れがあるそうです。
　　　では、地域振興課長。
○地域振興課長

　　　昨年度の分につきましては、入り込み客数17万9,643人でございます。目標値につきましては18万人ということでございますので、ほぼ目標数だったのではないかということでございます。
　　　以上です。
○議長
　　　これは先ほどのＤＣ関係の見込み、想定と実績ということの後刻の答弁であります。
　　　では、よろしいですか。
○１番

　　　はい。
○議長
　　　これをもって、田﨑信二君の質問を終わります。
　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長

　　　ここで、暫時休議します。

　　　再開を午後２時ちょうどといたします。（午後１時４８分）

○議長

　　　議事を再開します。（午後２時００分）

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長
　　　次に、菊地　正君の登壇を許します。

　　　３番、菊地　正君。

○３番（登壇）
　　　さきの通告どおり２点にわたり質問いたします。
　　　町の中心街にある町有地の維持管理について。
　　　諏訪町にある旧役場跡地は、いまだに手入れもしない状況であり、今年の大雪でのり面の崩落箇所もあるようだ。今後どのように対応する考えなのかお伺いします。
　　　２つ目、公共施設の老朽化に伴う維持管理について。
　　　昭和40年、50年代に建築された町の建物があるが、特別豪雪地帯にある当町にあっては、特に経年による修繕の必要がある施設も出ている。町はこれら公共施設の修繕等についてどのように考えているのか、お伺いいたします。
　　　２点について質問いたします。
○議長

　　　答弁を求めます。
　　　町長。
○町長（登壇）

　　　３番、菊地議員にお答えをいたします。

　　　まず、１点目でありますが、町の中心街にある町有地の維持管理についてであります。
　　　これは旧役場跡地についてでありますが、雪害によって崩落した箇所については、５月21日の臨時会において予算をいただき、早急に対応しながら原状の回復をしたところであります。今後は、人家等が密集している場所でもありますので、適切な管理に努めてまいりたいと思っております。紅葉の会の皆さん、公園内にかなり役場の周辺に植え込みをしていただいているところであります。
　　　また、現在の跡地活用状況でありますが、商店街活性化のため、12台程度駐車できる無料駐車場と、そして町の備品の倉庫として利活用をしているところであります。上部については、つきみが丘町民センターの駐車場がありますので、安全性を優先して、引き続き維持管理に努めてまいりたいと、そのような思いをしているところであります。
　　　２つ目であります。公共施設の老朽化に伴う維持管理についてでありますが、本町の公共施設は、建設後数十年を経た施設が多く、近年建物だけに限らず、簡易水道施設や下水道施設、道路等の修繕が必要な施設が多数出てきているところでもあります。人口の減少や厳しい財政状況を踏まえ、現状と課題をしっかり把握して、公共施設の更新、統廃合、長寿命化を図っていく必要があると考えているところであります。
　　　施設の老朽化や利用状況を初め、施設の安全性、優先性、また必要性を十分に協議した中で、住民サービスの低下を招かず、財政負担の軽減、平準化できるよう、最適な方法で計画的に老朽化した公共施設の維持管理を行ってまいりたいと、そのような考えを持っております。

　　　以上であります。

○議長

　　　これより、再質問を許します。

　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　きのうも旧役場跡地、あそこを10分くらいいろいろと眺めてきました。ことしの石垣が崩れた場所は、今言ったように５月21日に元どおりの石垣になっていました。積んでありました。あれね、現在は草ぼうぼうで、そして直線の丸屋の前に１本の側溝があるんですよ。あれに入るように勾配をつけて、どんなもんでしょう。雪解け水、大雨が流れ込むように、丸屋さんの前の側溝に入るように、そのような勾配をつけた路面にすると。何かあの跡地に対して皆さんとしては生かす方法はあるのか、ないのか、先に伺います。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　議員のおただしのところであります。これらについても、先ほど町長から話がありましたように、人家が密集している地でありますので、民地と町の土地の部分でよく考えながらそれらのものを進めていきたいと考えております。
　　　なお、先ほど田﨑議員からもありましたように、町全体の部分のほうもあるわけでありまして、今回きよひめ公園等も５月にオープンしておりますので、一体とした考えのもとで旧役場等も考えていきたいというふうに思っております。
○議長
　　　水路の整備についての答弁が漏れておりますので、答弁願います。
○総務課長

　　　先ほどお話ししたとおり、人家密集と民地と役場の土地とあります。あと道路等ありますので、そこの部分をよく見ながら進めて、また民地の部分については、土地所有者とよく相談をしながらそれらの対応等について、必要かどうかも含めまして調査をさせていただきたいと思います。
○議長

　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　私の見たところは、内田伊佐雄校長さんが二十二、三年前ですか、非常に農業関係の資材、道具、そして林業関係の道具、今日に至るまでの。１年や５年であれだけ発達したものではないですから、あの内田校長が集めていた物はあそこの後ろにあるんですか。あの倉庫。伺います。
○議長
　　　公民館長。

○公民館長

　　　たしか前の教育委員会があそこにあったときに、内田先生が集められた古い用具関係だと思いますが、現在あの下で保管しております。
　　　以上でございます。
○議長
　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　田島にも入場料500円だか700円いただいて立派な民芸品がいろいろと展示してあります。あれほどでなくても、あの場所を再利用する、私はきのう見て、ああ、これしかないなと。そして、上にある町民センターの駐車場が危険ならば危険なように、路面をちゃんと勾配をつけてオールをぶつ、そのようにして、あの場所にああいう民芸品やいろいろと農業関係の、田島のような。半分でもいいです。あのような、これはこの場所を生かすべきだなと私は考えてきたんですけれども、いろいろと行政としての考えがあればお聞かせ願います。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　議員のおただしの内容等でありますが、さきほどお話しいたしましたが、きよひめ公園等ありまして、魚渕等がありまして、きよひめ橋があるわけですが、あそこの途中の赤い橋のところから、町民センターのほうにある遊歩道等もつくっております。その間、諏訪神社の階段等までは遊歩道をまたがるような形でつくっておりますが、その先等については、議員のおただしのとおり何も今されていない部分があります。先ほど町長からもお話がありましたように、もみじを有志の皆さんがその部分については邪魔にならない程度のところに植えていただいております。管理もしていただいておりますので、これらについても先ほどお話ししたように、町のちょうど中心地でもありますので、これらの部分ではやはり議員のおただしのとおり、何かよく検討をしながら、計画を立てながら１つ１つ進めさせていただきたいと思っております。
○議長
　　　今、３番議員から古い道具関係を含めて、民芸なり農業関係の資料館、展示館なりという質問がありますけれども、その辺についての考え方、検討については。
　　　では、公民館長。
○公民館長

　　　確かにあそこに民具関係がございます。これについては、庁舎が移転したときにあそこに移動したものでございます。移動したというのは、あそこの２階に体育館がございまして、そこに資料館ができましたときに若干飾っておりまして、年数的には30年から35年たっております。私ども、文化財審議委員が町におりまして、審議委員の方々と実はあそこを見ておりまして、内容を検討した結果、相当の物がもう腐食しておりまして、一般の方々にお見せできる物は数少ないということで、検討しております。実は、本年度中に中を精査しまして、できるものについては、まだこれは具体的に教育委員会の中では話しておりませんが、足湯のところに縄文館がございまして、その２階のスペースが自習室のような形になっております。その部分に若干持っていきたいということで考えておりまして、そちらのほうで、もし見ていただくものは見ていただきたいと思っておりまして、私ども公民館ないし教育委員会では新しい施設をつくるというようなことは考えておりません。
　　　以上でございます。
○議長
　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　何も考えていないということは、私としては非常に残念と思います。場所を見て。あのままにしておくならば、勾配をつけて、先ほども言ったけれども、あの下水に流れ込むように。そうでないと、大雨降る、雪解け水、またことしのような崩落事故、石垣が崩れる。自然的に積んだような石垣ですから。手入れして積んだ石垣と違いますから。勾配をつけて、あそこに流れ込むような、まず早急にそういう手入れをすると。それが私の希望でございます。
　　　それで、再利用ということを全く考えていないのは、これは仕方がない。金のかかることでもありますし。だけれども、どこもかこも、やれ、金かかるとか、こうやれば金かかる、それでは町のそれこそ観光客に来てもらうにも、町の発展性も、目の前が見えないような、私からすれば見受けられますので、やはり一つ一つ足元から着々と計画性を持ったまちづくりをやるべきだと思います。答弁、お願いします。
○議長
　　　町長、答弁ありますか。
　　　では、町長。
○町長

　　　菊地議員がおっしゃっていることはわかります。ですが、民地もありますから、これは十分考えながらやっていかなければならない。１つは公園化している中でもあるということで、これからも都市計画を再見直ししたいということもあります。そういった意味で、総務課長が言ったように、周辺の公園との整合性、そしてまた、現在ある駐車場との整合性、そういったものを加味しながら考えていく必要がある。やはりものづくりはただ施設だけではないと思っております。そういった中で、柳津町というのは自然豊かなところでありますので、景観も大事にしながら一つ一つやっていくことが望ましい。特に、町なかはそういったものがふさわしいと思っておりますので、そういう計画を立てたいと思っております。
○議長
　　　よろしいですか。補足説明いただきますか。
　　　では、矢部総務課長。
○総務課長

　　　今、町長がお話ししましたとおり、先ほどから私もお話ししておりますが、全体的にあそこの周辺、町なかであります。都市計画等も含めていろいろ計画の中で、当然、後期の考え方としてはあそこも含めた中で考えていきたいと思っておりますので、何もやらないということでなしに、議員の皆さん等ともまた相談をしながら、一つ一つ丁寧に整合性のある形で進めていきたいというふうに考えております。
○議長
　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　１番に対してはこの辺で終わります。
　　　では、２番の公共施設の老朽化についての、３月にも６月にも同じ問題を私は質問していますが、町民センターの雨漏り、西山地区の診療所の雨漏り、どのような進みぐあいか、お知らせ願います。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　６月の議会でもお話ししました。その時点から調査はしております。そして、実際にどのぐらい今回の雨漏り関係等の部分でお金がかかるか等も今出させていただいております。なお、町といたしましても、14年度にボイラー室のほうをやったということで前回もお話ししております。17年度は宿泊施設の屋上をやっております。今、本体の真ん中の部分でありますが、その部分で議員のおただしの部分がありますが、一応応急措置はさせていただいておりますので、28年、29年の間には必ず振興計画の中に盛り込みまして、これらは当然やらなければならない部分でありますので、今は応急措置をしておりますので、今現在雨漏りはしておりませんが、しばらくの間、議員のおただし、早目にやることは町としても考えてはいるわけですが、それらについては早いうちに基本計画等実施計画を立てながら、議員の皆さんに諮りながら早目に進めていきたいというようなことで考えております。
○議長
　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　確かに応急手当はできたと。雨漏りは現在していないと。そして、大広間に上がって右側のほう、原状のままですから、正月の５日に見つけたとおり、汚れていますから。あれが落ちないならば、もう同じ色に吹きつけしてしまうとか、何か。いつ行っても雨漏りがしているなという感じをどなたでも受けております。ですから、部分的な手当ては終わっていますね。それで、西山地区の診療所に対してはどんなもんでしょうか。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　６月定例会でご指摘を受けましたので、その後確認をいたしました。それで、配管が冬期間に壊れたということでございますので、電熱線があるんですが、それがちょっと使えないような状況になっておりましたので、それについて使えるようにならないかということで、業者のほうに見積もりをお願いしております。まだ、今のところ出てきてはおりませんが、それを確認いたしまして何とか、雨漏りは冬期間に凍結することで発生しているようですので、冬になる前に何とか対応できればというふうに考えてございます。
○議長
　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　１本の排水では、管理している人に話を聞くと、細い、間に合わないんだと。そして、温熱関係も役に立っていないのではないかと聞いておりますので、今のうちに、みぞれ降らない、雪の降らないうちに、もう１本直径18センチくらいのを入れて、そして温度を保つ電線をもう１本入れて、２本にしたらどうかということを、私は管理者とお茶飲み話に話をしていますが、そういうような全く考えはないですか。１本でどこまでも進めると。
○議長
　　　町民課長。

○町民課長

　　　建物が非常に古い建物でございまして、それを根本的に、抜本的に修繕するということには多額の経費が当然かかるわけでございますので、その辺との兼ね合いも見まして、何とか今の状態で雨水が配管を通って下に流れていくような形ですれば、今の配管でこれまでもやってきたわけですので、何とか対応できるのではないかと考えております。
○議長
　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　地区民の皆さんに話を聞きますといつも、おお、菊地さん、これ解体するのか、このままにしてまでいつまでおくだ。いや、私としては、行政の考えていないこと、通り越したそういう返事とか説明はしていくことができません。私なりの説明はしていきますけれども、あの議員はこう言った、ああ、嘘こきだと、最後にはそこにいくんですからね。ですから、やはりこれは、きのうもおとといも大分雨も降りました。ですから、現状を見ないと私としてはわかりませんから、凍ったものを解かしてそのまま流すというのが第一条件になっているそうですから、もう１本直径18センチくらいのをふやして、もちろん温熱を入れて、雪の降らないうちにやってもらいたいと思いますが……

○議長
　　　３番議員に申し上げますが、重複質問はなるべく避けて、質問を変えるように求めます。

　　　もう１回、答弁いただきますか。
○３番

　　　はい、お願いします。
○議長
　　　では、再答弁。
　　　町民課長。

○町民課長

　　　前回、大きな配管を設置したらというご提案もいただいたところであります。それで業者と確認しましたが、何せ建物が古いので、あの建物に大きなものを入れるとか、または２本入れるとか、そういったことに対しては非常に経費がかかるということでございますので、その辺で何とか現在のやり方で施設を維持できるのであればというようなことで、これまでもそういう対応をしてまいりましたので、冬期間の凍結対策が問題のようでありますので、そこら辺、電熱線を直して、それで雨水がスムーズに外へ流れるような感じで、建物を建てたときからそういうやり方でやってきましたので、何とかそういった方向でできないものかということで考えております。
○議長
　　　３番、菊地　正君。

○３番

　　　人間の集まるところ、出入りするところですから、診療所は。いや、これで間に合うんだと、間に合わせていれば間に合うんだという考えはなしにして、まず安全性のこと、安全第一にして今後対応していってもらうことを願って、私の質問を終わります。

○議長

　　　これをもって、菊地　正君の質問を終わります。
　　　次に、伊藤　毅君の登壇を許します。
　　　８番、伊藤　毅君。

○８番（登壇）

　　　１つ、公営住宅の整備事業についてお伺いします。
　　　現在、町で進めている建設予定の定住促進住宅の進捗状況をお伺いします。
　　　また、定住対策としての所得制限等を近隣の市町村と比較し、どのように評価しているのかお伺いします。
　　　２番目に、保育所の運営についてお伺いします。
　　　柳津保育所は、児童104名、正職員が８名、臨時職員が11名となっているようですが、健全な保育行政を進めるためには、正職員をふやすべきと考えております。この現状をどのように判断し、将来の保育行政をどのように考えるのかお伺いいたします。
　　　以上です。
○議長
　　　答弁を求めます。
　　　町長。
○町長（登壇）

　　　８番、伊藤議員にお答えをいたします。
　　　まず、１点目の公共住宅整備事業についてであります。近年の新規住宅建設につきましては、平成23年度に所得制限のない木造２階建て住宅３戸、そして平成24年度に所得制限のある鉄筋コンクリートづくりで３階建ての住宅15戸を整備したところであります。また、現在、所得制限のある公営住宅につきましては、公営住宅法に基づき入居時等の所得制限を設けているものであります。近隣の市町村の公営住宅につきましても、公営住宅法に基づき所得制限を設けているため、条件に相違はないものと理解をしているところであります。
　　　なお、今回の子育て世帯等の定住化に向けた住宅の建設につきましては、所得制限のない定住促進宅を想定しているところであります。候補地の現況確認を実施し、本年度中に用地の境界立ち会い及び用地の測量、そして用地の買収のための不動産鑑定評価の実施を予定しているところであります。
　　　２番目の保育所の運営についてであります。
　　　現在、柳津保育所は、児童数104名、正職員10名、うち保育者８名、調理員２名で、臨時職員は15名、うち保育業務11名、調理員１名、栄養士１名、そして放課後児童クラブ指導員が２名であります。西山保育所は、児童数が17名、正職員保育士２名、臨時職員２名、うち保育業務が１名、調理員１名であります。柳津・西山合計では、正職員12名、保育士が10名の調理員２名、臨時職員が17名というところであります。この体制で運営をしております。
　　　近隣市町村との正職保育士数の比較については、入所者の年齢構成の違いもあり単純に比較は難しいところでありますが、柳津保育所では子供13人に保育士１人の配置となっております。現在、定員125名に対して入所者数104名でありますが、最近は共稼ぎ家庭やその親世代が就労している場合が多くなってきていることから、ゼロ歳児からの保育需要がふえてきております。柳津保育所のゼロ歳児は現在６名でありますが、今後12月までに定員の12名に達する予定であります。そのため２名が定員オーバーで入所できない状況にあります。
　　　町としては、入所希望のある子供の受け入れはしていきたいと思いますが、ゼロ歳児保育については、部屋の必要面積不足や保育士の確保が課題となっておりますので、子育て支援の重要性に鑑み、今後の園児の数の動向等も踏まえながら、工夫しながら皆さんの要望に応えながら、町民の安心・安全を確保していきたいと考えているところであります。
　　　以上であります。
○議長
　　　これより再質問を許します。

　　　８番、伊藤　毅君。

○８番

　　　所得制限は他町村も同じであるとのことですが、制限の上限は、１人の場合と家族の場合が同じなのかお伺いいたします。なお、これは支障がなければでいいですから。お願いします。
○議長
　　　天野建設課長。

○建設課長

　　　公営住宅の入居制限のことでございますが、入居資格につきましては、月収で15万8,000円以下の世帯ということになってございます。１人でも家族でもということでございますけれども、年間の収入から必要経費を引いて、その12分の１ということで１カ月の月収を算定しております。その関係上、家族が多ければそれだけ年収から引ける金額が多くなります。そういう形で所得制限そのものに差はございませんけれども、家族が多ければそれだけ収入のある人が入れるということでございます。
　　　一般入居については15万8,000円でございます。60歳以上とか18歳以下とかになってきますと、その15万8,000円が21万4,000円まで緩和できるということでございます。
　　　以上です。
○議長
　　　８番、伊藤　毅君。

○８番

　　　わかりました。これは条例で決まっていると思いますが、少しこれを緩和するようなことはできないのか、ひとつお伺いします。
○議長
　　　天野建設課長。

○建設課長

　　　これは国の法律で決まっていまして、近年国の法律が改正になりまして、ある程度所得制限は町で決めてもよくなっております。ただし、今、県内の各町村全部、国の所得制限を使っておりまして、緩和している町村がございませんので、一応今の段階では柳津町も県内町村と同一の基準としております。
　　　以上です。
○議長
　　　８番、伊藤　毅君。

○８番

　　　他町村と合わせるということですね。わかりました。
　　　では、新しい住宅の完成はいつになるのか、ちょっと度忘れをして済みませんが、新しい住宅の世帯数を教えてもらえますか。
○議長
　　　天野建設課長。

○建設課長

　　　その前に、公営住宅につきまして国の補助がある公営住宅につきましては、素直にそのまま公営住宅と、所得がそれよりも上回っている人が入れる地域優良賃貸住宅というのがございます。これは普通の公営住宅に入れない人、所得が高い人等が入れる住宅でございます。それとは別に、定住促進住宅というものがございます。その定住促進住宅につきましては、雇用促進とか過疎地の定住促進等に資するものであれば、入居の用件については町で自由に設定できることになっております。したがって、所得制限はないものと思っております。
　　　今後、町で計画している住宅につきましては、定住促進住宅を建設したいということで、この住宅については所得制限がないということで建設していきたいと思います。
　　　今、議員さんがご指摘の建設の予定でございますが、来年度に用地買収と設計、造成までいければと思っております。その後、建設には多分単年ではちょっと無理があると思いますので、２年は見ておきたいと思います。あと、前に24年に建てました住宅が３階建てで15戸ということで建てておりますけれども、３階建て以上の住宅につきましてはエレベーターの設置が義務化されております。そうしますと、効率性からいきまして３階建てより４階建てのほうが効率性がいいのかと思います。現在の予定では、５戸の４階建てで20世帯程度を入居者で考えていきたいと思っております。
　　　以上です。
○議長
　　　８番、伊藤　毅君。

○８番

　　　わかりました。
　　　それで、先ほどご返答にありましたように、２階建て３戸分、24年度には３階建ての15戸分を建てたわけですよ。それが即満室になったわけです。ですから、今建てた場合、またすぐ満室になるような気がするんですが、次の住宅のことを考えておりますか。次の住宅を考えているのかいないのか、お伺いします。
○議長
　　　天野建設課長。

○建設課長

　　　今、柳ヶ丘に木造の平屋建てがございます。昭和44年から48年度に建設したものでございまして、大分老朽化が進んでおります。できればこの住宅を何とか建てかえていきたいということは今考えているところでございます。
○議長
　　　８番、伊藤　毅君。

○８番

　　　そうすると、屋建ての小さい、一番最初に建った住宅ですか。はい。あれもなくすわけにいかないから、それはいいと思います。１番は終わります。
　　　２番目の保育所の件についてお伺いいたします。一昨年からですか、ゼロ歳児保育を始めて、若い人たちが共稼ぎできるようになって大変喜んでいると思います。それで、今は６名、そして12月には12名入所する予定となっておりますが、何か入れない人も出ているようですが、できるだけ早い時点に入所できるように対策すべきと思います。お伺いいたします。
○議長
　　　町民課長、答弁を求めます。
○町民課長

　　　町長答弁にありますとおり、12月までに定員の12名に達する予定でありまして、そうしますと、そのほか希望がある方が２名いらっしゃいますので、２名オーバーということであります。それで、この方の分につきまして保育所に入所いただくには、ゼロ歳児室の面積とかも関係がありますので、どうしても今のままでは難しいということです。これを解決するには、面積を拡張するとか、そういったことが必要となってくるかと思います。ですが、それには拡張増築工事とかそういった部分になりますので、すぐに対応できる部分ではありませんので、これについては何とか工夫をしながら運営できればと考えております。
○議長
　　　８番、伊藤　毅君。

○８番

　　　先ほどお伺いした正職員の増員ですが、増員することによって余裕のある保育ができれば、子供たちも安心して過ごせる。そしてまた、親たちも安心して仕事ができるわけですよ。だから、少し町の負担にはなるかと思いますが、増員したほうがいいのではないかと私は思っております。これをお伺いいたします。
○議長
　　　では、鈴木保育所長。
○保育所長
　　　現在、正職員、臨時職員を含めましてぎりぎりに近いような状態で運営しているところでございますので、職員数をもっと確保できればなお、安全・安心な保育ができるということでございますので、その観点から職員の増員ということになりますが、職員の増員につきましては、町の定員管理条例とかそちらの部分も関係してくると思いますので、すぐに対応ということはなかなか難しいと思います。ですので、臨時の方で保育資格を持っておられる方等を確保いたしまして、何とか人数的確保はしていきたいと考えてございます。
○議長
　　　８番、伊藤　毅君。

○８番

　　　では、最後になります。
　　　旧滝沢村へ合併問題で研修に行ってきたことがあるんですよ、議員で。そのときに村でありながら、滝沢村でありながら５万人強の人がいるんですよ。なぜなのかと、それを向こうに行ったときにお聞きしたところ、まずやはり村ゆえに税の安さ、税金の安さ、そして子供の育てやすい環境づくりなどがあって、盛岡市のすぐ隣にありますもので、盛岡市のベッドタウンになったという話でした。それで、盛岡と合併する話でありましたが、村のあれで合併しないで、昨年かな、滝沢市になったそうです。
　　　柳津も、子育て支援、そしてまた保育所の半額、それから給食費の半額もありますので、結構優遇してありますので、これからももう少し子育てに優遇してやって住宅も入れないなんていうことのないようにすべきだと思います。

　　　以上です。
○議長
　　　答弁、求めますか。

○８番

　　　いいです。終わります。
○議長
　　　これをもって伊藤　毅君の質問を終わります。
　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長

　　　ここで暫時休議します。

　　　再開を午後２時55分といたします。（午後２時４５分）

○議長

　　　議事を再開します。（午後２時５６分）

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長
　　　次に、齋藤正志君の登壇を許します。
　　　２番、齋藤正志君。

○２番（登壇）

　　　通告順に２件お伺いいたします。
　　　１、後継者育成のための対策について。
　　　現在、我が町は農業後継者育成のために補助事業を展開しています。さきの町長選挙のときに町長の公約にあった「商工業の後継者にもこの事業を拡充していきたい」との政策を出されましたが、農業後継者の現状と商工業者への支援として今現在考えられる具体的な中身についてお伺いいたします。
　　　２、中学校の統合問題について。
　　　振り返りますと、平成25年11月に今後の中学校のあり方として、新しい中学校１校にしたいとの基本方針が教育委員会から出され、その後、平成26年12月に柳津町中学校適正配置等審議会により進めるべきとの答申があり、時期については明確ではありませんでしたが、今後の進め方についてお伺いいたします。
○議長
　　　答弁を求めます。
　　　町長。
○町長（登壇）

　　　２番、齋藤議員にお答えをいたします。
　　　まず、１点目の後継者育成のための対策についてであります。
　　　国では、平成24年度より青年就農給付金制度を開始しております。現在、農業後継者の確保については、全国的な高齢化と担い手不足、それに伴う遊休農地の拡大等厳しい状況にあります。将来的に維持、発展していくため、持続可能な力強い農業を目指した青年の新規就農者を大幅に増加させる必要があるということでこの制度が開始されているわけであります。当町でもこれまで４名が新規就農者として認定され、青年就農給付金を受給しており、今年度からは新たに１名が新規就農者として認定を受ける見込みとなっております。
　　　少子高齢化が進む当町にとっても、商工業後継者の育成は喫緊の問題でありますので、町としましては、若者の定住促進を図る意味でＩターン、Ｕターン、それでＪターンの人も含めて新規就農者や商工業の新規開業者や後継者等に対しても町独自に援助、支援できないか、そういった事業を考えていきたいと思っております。具体的には、新規開業者、例えば後継者でありますが、等に対する補助金の支給や研修費用の助成、また商品開発への助成などを検討してまいりたい、そのような考えを持っているところであります。
　　　なお、齋藤議員の２点目の中学校の統合問題については、まず教育委員会から答弁をしていただきます。
○議長
　　　次に、教育委員長に答弁を求めます。

　　　教育委員長。

○教育委員長（登壇）

　　　２番、齋藤議員にお答えをいたします。
　　　２番目の中学校統合問題についてでございます。
　　　教育委員会におきましては、平成24年８月から約１年にわたった調査検討委員会での議論を受けて検討を続けてきた結果、平成25年11月に今後の中学校のあり方に関する基本方針として、柳津中、西山中の２校を廃止し、新たな中学校１校にすると決定をいたしました。
　　　その後、平成26年６月に町長の委嘱で発足しました中学校適正配置等審議会の中では、教育委員会が統合を進めるという方針に至った経緯や統合の必要性、統合に関するアンケートの結果などを委員の皆様に説明をし、議論をいただきました。12月の答申では、教育委員会の基本方針について必要性と意義についての理解が示されたことを踏まえ、本年１月に三役との協議、及び５月の教育総合会議におきまして町長との間で統合問題を議論いたしました。その中で、２校の統合を実現し、よりよい教育環境をつくるという方向で町長との意見の調整が図られたところでございます。
　　　その後、教育委員会としてのより具体的な構想づくりを議論してまいりましたが、７月までの定例会で、まず中学校の統合を進め、次の段階として小中一貫教育の学校づくりを進めたいという方針を決定しているところでございます。
　　　今後は、構想の実現に向けての具体的な課題解決を進めるよう教育長に指示をし、その推移を見守るとともに、中学校の統合並びに小中一貫校づくりを着実に進めていきたいと考えております。
　　　以上でございます。
○議長
　　　これより再質問を許します。

　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　まず１点目、後継者育成のための対策についてでございます。
　　　基本産業であります農業についてですが、青年就農給付金制度の受給者がただいま４名で、ことし１名の認定待ちということで、素直にすばらしいことだと思っております。
　　　ご存じのように、青年就農給付金制度は、準備型と経営開始型とに分かれるわけですが、受給者４名と今申請している方１名はどちらのタイプなのか、まず確認しておきたいと思うんですが。

○議長
　　　金子地域振興課長。

○地域振興課長

　　　経営開始型でございます。準備型の方はいらっしゃいません。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　どちらのタイプであれ、厳しい給付要件があるわけですが、町が独自に、今年度からですけれども、農業就農者に給付する給付金、この期間はこれに準ずるということの考え方でよかったんでしょうか。また、この制度を使って給付される方というのは、この給付を受けている方に限るということでよろしかったんでしょうか、伺います。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　新規就農者につきましては、年数につきましては５年間、45歳になるまでという形でございます。町のにつきましても、月10万円で同じく５年という形で考えております。
　　　以上です。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　ということは、やはりこの制度を利用している方に限るということであるというふうになると思います。ということは、ほかにこれに要件が当てはまらないと農業で、ちょっと反別が少ないとかこういった人、例えば、要件の中にはいろいろあると思います。経営開始型であっても１つ、２つ、１つぐらい、本当であれば本当に農業専門で食べていきたいんだけれども、人の土地であるとかいろんなことがあって要件に漏れてしまうような方もひょっとしたらいるのではないかと。その中でも、やはり志を持って農業をやっていきたいという方がいれば、多少救いというか、これだけ農業が心配される中で町が独自にお金を出すということであれば、多少そういう部分も検討すべきではないかと思いますが、ここはやはり町長の見解をお伺いいたします。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　齋藤議員にお答えをしたいと思います。
　　　なお、やはり商業関係のものと同じように、やはりやる気のある人に何らやはり手だてをしていかないというのは、後継者が育っていかないと思っております。たまたまこの農業の新規就農者に関しては制度がありまして、たまたまそれに当てはまって残っていただけるというものがありましたので、さらにそれを支援して磐石をして自分の経営をしてもらいたいという思いでこれを創設したわけでありますので、私は議員がおっしゃっているとおり、やはりやる気のある者をどう育てていくかということがこれからの課題であると。それが若年層を残していく手だてもあると思いますので、その辺を公平性を見ながら、商工業でも開業していく皆さんと同じように、農業の分野でもそれらを救い上げできるような体制づくりというのは必要であると、そのように思っていますので、今後若い人が経営をしていくような手助けをしていきたい。
　　　そして、今、柳津町でも米の栽培はしているんですが、どうしても春先の苗床を委託しております。これらについても、柳津のものは柳津でやはりやっていかれるような経営形態を立てられるように、若い層がそれを受け継いでくれる、そういう仕組みづくりをしていくことによって若い人がそこにやっていける、そういう手順、きっかけづくりをしてあげたいと、そんなふうに思っているところであります。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　そういうことであれば、これから検討していただけるということであるというふうに理解いたしました。
　　　ただ、ことしから経営開始型であれば５年間一律150万円としながらも、前年の所得が250万円を超える所得の場合、給付停止または現行の仕組みを改め取得に応じて給付金額を変動させる。また、取得控除に伴って給付金の取得の合計額が増加する仕組みを導入するということでございます。とあれば、今150万円いただいていて、町で120万円出るとなれば、満額いただければ270万円のわけです。350ということで考えていて、柳津町で給付することによって、ことしからの方が対象みたいでございますが、給付停止もしくは減額になると。例えば２年目から国のほうの来ているお金がちょっと少なくなると。これはまるっきり国で出してくれるものを町で出したから出なくなるようでは、これは全く意味がないことになってしまいますが、こういうことも踏まえて、そういうことが発生し得るのか、得ないのかについてお伺いします。
○議長
　　　金子地域振興課長。

○地域振興課長

　　　今言われたのは所得でという形でございます。給与の分につきましては、農業の中で雑入という形と給与所得というのがございます。そこの中で今やっている方、今までもそうなんですが、所得で350万円を超えるということは、給与として500万円または農業所得プラス給与所得で350万円を超えるということでございますので、出てくるのはほとんどないのかなということでございます。今まで数年間ありますけれども、そういう所得制限に引っかかったという形は聞いたんですけれどもなくて、たまたま自分が事業主になっていたために、風評被害等、放射能対策でちょっと金額的に莫大な金額が入ってしまった、補償をもらった絡みで停止になったということはございますが、ほかのそういうことでは所得で350万円という形で、町から給料をやったことによって停止になるということは今のところは、計算してもならないんですけれども、そういうことがないような形で検討しております。
　　　以上です。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　農林水産省が出している資料によると、前年の取得が100万円未満だと取得金額は150万円ということで、前年の取得が100万円以上350万円未満の場合は、給付金額は変動と簡単に書いてあります。ということは、100万以上、いや、120万円は入ってくると思うんですよね。150万と120万だから。すると、これは変動するのではないかなと単純に思ったんですが。こういう物で出ているんですけれども。ご存じだと思いますけれども。その中でも柳津町ではそういう方は出てこないということで安心してよろしいでしょうか。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　今現在調べたところにおいては、そこまで所得がいっている方はいらっしゃいません。今後そういう事例があった場合には対応していきたいと思っております。
　　　以上です。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　そういうことであればよろしいかと思います。
　　　プロの農家を育成というのは大変大事でございます。町の後押しも大歓迎であります。就農給付金制度は準備型、そして経営開始型、柳津町は５年で終わってしまうんです。今、それほど収入が上がる方がいらっしゃらないという話でありますが、５年を過ぎてこの給付がパタッととまったときに、せっかく就農していただいた方が挫折してしまうのではないかと。これにおんぶにだっこでは困るところはもちろんあるんですけれども、この辺を、５年後突然そのぐらいの給与水準になるとはとても思えない。もしこの現在でいただいている方がいらっしゃる、そういうことがないということであれば、そういうことが５年後心配されるわけなんですが、そのときにやはり追跡調査なりそれを踏まえたその後の政策というのも、私はひょっとしたら検討すべきではないかと思うんですが、今からやはりそういうことを検討すべきと思いますが、どのようにお考えでしょうか、伺います。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　青年就農給付金をいただいてということで、要件につきましては最初農地を持たなくても大丈夫だという方でございます。５年後、10年後につきましては、やはり町の認定農業者という形の格づけ、プラス人・農地プランの中でどういうふうに５年間のうちに所得をふやしていって、土地がない者は借り入れしながら広く農地を広げながら所得をふやしていくというような状態でございます。それにつきましては、今の新たな新規農業者と人・農地プランの中でやはり、その後については柳津町の核となってもらうような後継者、あと今法人が２つございます。そこの中にも加盟していただいたり、準加盟という形で、町としても柳津町の農林の振興のために役立っていただくような形で、町としてもそれについては応援していきたいと考えております。
　　　以上です。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　やはり５年間の中で指導が大事になってくると思います。５年給付したので５年後はわかりませんよということのないようにお願いしたいと。その後もやはり、後継者を育てるのは大事でございます。特に農業に関してはそのようにお願いしたいと思います。
　　　それで、先ほど町長から少し答弁がありましたけれども、商工業者にも幾らかこういったものをしていきたいと。町独自の補助をしていきたいというお話でございましたので。現在、柳津町商工会加盟している方が約160名ぐらい、法人、個人合わせて。商工会会員が160ぐらいはいたと思います。法人も個人も、もう職種もいろいろございますが、こういう人たちに直接交付という形でやるとなってくると、ある程度基準というか、厳しいある程度の要件を満たした方でないと、なかなか町民の方のご理解が得られないのではないかと思います。農業の場合は、こういう国の基準がちゃんとありまして、これにのっとってさらに町が後押しをするということですから理解できるんですけれども、これが商工業者となると、前例が多分ないのではないかと思います。こういったときに、例えばあそこの饅頭屋さんはもらったけれどもうちはもらってないよとか、かぶるところがいっぱいございます。公平性という部分を考えますと、基準が非常に厳しくなっていくと。もしこれを検討するということであれば、その辺の要件は相当厳しくしなければいけないと思うんですが、いかがでしょうか。
○議長
　　　地域振興課長。

○地域振興課長

　　　商工業の後継者につきましては、やはり同じような形で、柳津町に定住促進という形で残っていただいてやっていただくという形を考えております。町内の方につきましては後継者になった時点で、代表であれば代表が変わってその人が実際にやっているという形だとか、あとは町外から来た方につきましても、やはり新規に店を開く、開業するとなるとそれなりの年齢の要件、プラス１年たっていなくなったとか、またいろんなこともございますので、やって１年以上そういう形でやった方につきましては開業資金なり等を援助していって、柳津町に住んでいただき、それで柳津町で生活していくような形の定住促進という観点から、農業も同じような形で柳津町で生活してもらってやっている形で、商工業についても同じような形で定住促進という意味合いで、そういう形で柳津町に住んで営業、事業を行っていただくような形で考えております。
　　　以上です。
○議長
　　　町長、補足ございますか。
　　　町長。
○町長

　　　今、正志議員が言ったように、農業の道筋は１つは立っているんですね。今、後継者は機械利用組合の現役の皆さんの後継者であるということも１つあるわけであります。そして、我々が考えているのは、通年労働ということで、農業は秋で終わりますけれども、除雪というものも、これからやはり若い世代を育てるということで、この皆さんにその部門に入っていただくというようなことも１つの指導も兼ねてやっていきたいという思いをしております。
　　　そして、今、課長から言ったように、例えば地域おこし隊とか、そういう方もいらっしゃるわけですね。そういう人たちが柳津で５年間お世話になったら、柳津町という風習が体に合って、私もここで起業をしたいということであれば、その方にやはり何らかの支援をしていくと。こういう体制づくりは商工会、観光業、農業、中身は違うと思うんですが、それに合ったような制度にしながらそれに対応していく、そういうものをやはり柳津町はつくっていかなければならない、そのように思っています。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　そうですね。本当に、財源も限りなくあるわけではもちろんございません。その中で商工業に関しては、ちょっと振り返りますと、町独自に住宅再建事業とか商品券事業を長くやっています。この金額も他町村から見れば本当にそんなに柳津町、お金使っているのというぐらい、間接的にこれだけのお金が出ているわけです。商工業者の方にはこういうことを言うとちょっとあれかもしれませんけれども、恵まれている部分もあるというふうに思います。柳津町は結構そういった面では優遇されているのではないかと。直接そういった個人に給付をするのであれば、やはりそういう団体とかそういった事業をみんなでやっているとか、ここの答弁に先ほどありましたけれども、商品開発とか研修費、こういうところに力を入れて、そして今やっていることを最大限活用していただくようなところに力を入れていったほうが、より現実的かなというか、波風が余り立たなくて、なおかつ公平なのかなと。やる気がある人はやはりその中からやっていただくということが大事になってくると思います。この辺は十分考えながら、それでもやはり後継者は育てていかなければなりませんので、よろしくお願いしたいと思います。この件に対しての答弁は結構です。
　　　続きまして、２番目の中学校統合問題についてお伺いいたします。
　　　まず、答弁を伺いますと、随分話が進んだなというのが率直な感想です。「中学校の統合を実現し、その後小中一貫校の学校の設置を目指す」と。中学校統合については、私は議論が尽くされたと感じておりますが、教育委員会としては同じように議論が尽くされたとお考えでしょうか。
○議長
　　　目黒教育長。

○教育長

　　　お答えいたします。
　　　先ほど委員長のほうから経緯について説明がありました。この問題につきましては、大変長く教育委員会でも議論をしておりまして、前教育長の代からいろいろな部分で議論をしたり、保護者のご意見をお聞きしたり、あるときには議員の皆さんに入っていただいたり、町長さんに入っていただいたりということで議論を尽くしてまいりましたので、もう次の段階に進むべき時期であるという判断をしていると私も考えております。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　では、次に町長にお伺いをいたします。町長は、平成24年の１月、正月ですか、この中学校を統合していきたいんだということを新年の挨拶の中で話されたのが最初、期間は27年４月なんていう話もございましたが、その間、一貫して統合を進めるべく教育委員会または検討委員会、そして審議会によって調査検討させてきました。そして、さきの選挙で信任を受けたわけでございますが、町民の理解は得られたというふうに私は考えますが、町長自身はどのようにお考えでしょうか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　今、教育長が答弁したとおりでありますが、私のほうでお願いした委員の皆さん、そういった中で私も参加しながらも統合については話し合いをしてきました。そういった意味では、町を挙げて何とか中学生のこれからのためにも、集合体として経験をさせながらよりよい教育に持っていきたい、その一心でありますので、私もそのような考えを強くしているところであります。
　　　ただ、もう少し環境の整備はしなくてはならないという思いは１つありますので、それに十分時間をかけるというよりは膝を交えるということが大事であろうと、そんなふうに認識をしているところであります。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　議論が尽くされ町民の民意が得られたとあれば、やはり先ほど教育長がおっしゃったように、次の段階に入って早急に進めるべきだなというふうに思います。課題、あるでしょう。見える課題もあるわけですけれども、目標を、もし今こんな形で目標としてやっていきたいんだ、また、こういう課題がちょっと残っているという部分でお話しできることがあればお伺いしたいと思います。
○議長
　　　教育長。

○教育長

　　　先ほどありましたように、教育委員会で７月までの定例会で具体的な構想づくりということで話し合いをしてきました。これは西山、あるいは柳津、両方の中学校の保護者あるいは小学校、保育所を交えて保護者との話し合いの中でいろいろ出てきた中で、私どもが自分たちで反省したのは、もう少し具体的な着地点というか、目標とする学校というものについてもっと議論をして示すことが大事だろうというようなことが出されまして、それも含めて単なる日程ということだけでなくて、どういう学校を目指していくのかということで議論の時間がちょっとかかったというふうには思っておりますけれども。
　　　やはり中学校の段階で、それまでに経験してきた児童の集団、先ほど保育所の話で出ましたが、柳津においてはゼロ歳児からもう既に集団生活が始まっているという現状を踏まえますと、小学校６年の前にひょっとすると４年、５年の集団の中での経験をしているわけですが、その集団がほとんど変化のない小さな集団という中での子供たちの育ちということになりますので、中学校段階で一度そういった集団とはまた異なる子供たち同士での触れ合いの中で、人間関係をつくる力をつけてもらいたい、そういった経験を踏んでもらいたいということが一番大きな狙いであります。そのために、新しい統合の中学校では、これまでも学校で取り組んできている生きる力といったことに加えて、グローバル化した社会、厳しい経済環境への対応力への基礎ということで、学び続ける意志力とか、あるいは協働、集団でみんなで何かをつくり上げていく、それからＩＣＴの活用、学校によるコミュニケーションの力といったものを特に特化して育てていくような、そういう学校づくりをしたい。

　　　さらに、もう一歩踏み出して、子供たちが勉強をしっかりすると、やがて町を離れてしまうという例がこれまでもたくさんございますので、そういった子供たちが外に出て自分のふるさと柳津を誇れるような、そういった人間づくりも必要であろうということで、ふるさと柳津への強い思いを育てる教育といったものも大きな柱としてやっていきたいというようなことを考えて、この構想づくりが大変時間がかかりました。
　　　もう一つは、やはり日程としてこの課題をどうクリアするかということについてなんですが、一番大変だったのが、実は教育委員会だけの力で解決できる問題というのはそうはなくて、他の課の協力をいただいたり、あるいは町全体で取り組んでいかないとできない中身が多くありました。
　　　一番わかりやすい問題としては、通学の時間の問題であります。従来、国は距離で、通学を小学校は４キロとか中学校は６キロとかという距離で示していたんですが、最近になりまして、交通事情の変化ということで、おおむね１時間以内といった時間の基準も最近示しております。そういったものも踏まえてはいるんですが、やはりより短い通学時間の中で学校での活動に中心のエネルギーをつぎ込めるような環境づくりといったことがまず大きな問題としてあります。
　　　それから、保護者の方との話し合いとか地域の方との話し合いの中で指摘されましたのが、統合すると学校との距離がどんどん遠くなっていくという傾向がある。これは柳津だけの問題ではなくて、全国的に統合すると統合して例えば学校がなくなった地域の方々が学校を遠く感じる。逆に、例えば新たな学校ができた地区の人も、統合した学校に対する距離感を感じているという調査結果がございます。そういったものをどうやって薄めていくかといったことも課題であります。これにつきましては、教育委員会でことしから学校支援地域本部事業といったものを立ち上げました。今度ちょっとしたことで皆さんに呼びかけをしまして、学校に来ていただいてお手伝いいただくというような場面を想定しているんですけれども、そういったことをつくりながらその制度を十分に活用できる形にしていきたいというような形をとっております。
　　　あと、審議会の中では、学校がなくなった後、西山地区をどうするんだといった問題も出ております。こういった課題はやはり教育委員会だけで解決できる問題でありませんので、全庁的なものを踏まえていかないとだめだというようなことで、課題としては幾つかこのように残っておりまして、その課題解決に対する見通しをこれから全庁的に取り組んでいきたいというふうに教育委員会としては考えております。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　本当に教育長のおっしゃるとおり、ことしの１月に文部科学省から出ています公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引きの策定についてという通知がございます。この中身を今言っても仕方がないので、今本当に教育長がおっしゃったようなさまざまな問題と多少通学の時間とか変更がありますよというようなことが書かれております。こういうものも多少後押しになるのかなというふうには思います。残された課題も今言ったとおり、この次にお伺いしようと思っていましたけれども、その前に、せっかく小中一貫校の話が出ていましたので、先にこっちを少しお伺いしますけれども、統合した後、何年か後に小中一貫校まで進めるということになりますと、既存の建物ではちょっと難しいのかなんていうふうにも考えております。こうなってきますと、また町民の皆さんの新しいご理解とご協力がもちろん必要になってくるわけですけれども、新しいものとなると相当お金もかかります。そうなってくるとどうなのかなとちょっと心配がありまして、今の既存のものを利用して、そこまで考えていればですけれども、この辺はどのようにお考えか伺います。
○議長
　　　教育長。

○教育長

　　　小中一貫教育というのは、現在まだ正式の制度化しておりませんで、来年の４月から制度化されるという段階のものですから、どういうものになるかというしっかりした形がまだ文科省自身も示せていないというのが現状であります。
　　　そんなわけでありますので、小中一貫教育、なぜ目指したかといいますと、やはりこれまで小中連携を町内の小中学校はやっておりますので、それをさらに進めて、現実として中１に不登校の子供が出ているというのが現在の我が町の現状でありますので、この不登校の解消についてはこれまで全国で、まだ１割ちょっとなんですが、その市町村で行われている小中一貫校の教育実践の成果として不登校の減少と、それがほとんどの学校で見られておりますので、そういった効果をやはり期待するというのがございます。

　　　それから、今申し上げましたように、制度的にスタートしたばかりのものでありますし、今までも試しでやっている先行事例でありますので、そういったものをもう少ししっかりと研究しながら、これから目指す形というものを具体化していきたいと思っておりますし、今ご指摘のように、小中一貫といいますと一番成果が上がるのは施設一体型と言われる、いわゆる小中学校が接続している構造の学校でありますので、そういったものを目指すとすれば、どのような形でどのような年次計画でどのような課題をクリアしながら進めていったらいいかということについても、振興計画の話し合いの中の俎上に上げていただきまして十分に話し合いをさせていただきたいと思っております。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　よくわかりました。
　　　小中一貫校に最終的には、というお考えもあると思います。町民の中には、縮小していく中で近隣市町村との連携はどうなんだというようなお話をする方もいらっしゃいます。例えば、ほかの教育委員会、ほかの近隣の町村と学校を１つにしてやることも、例えば１時間以内ということであれば、近隣であれば例えば三島町とか、こういったところと一緒にある程度の協力ができるのであれば、それも１つの手ではないかというふうに、私はこの教育行政は全く素人でございますので、そういうことは考えても仕方がないのかもしれませんが、可能かどうかという、検討することができるのか、できないかをお伺いしたいのですが。
○議長
　　　教育長。

○教育長

　　　相手のあることですから軽々に物は言えないんですが、現実に組合立という形で２つの町村が１つの学校を運営するという事例は過去にもありましたし、全国を見てみないとわからないんですが、全国を探せば出てくると思います。これは、地理的な問題でどうしても２つの町村共に、そこに学校を置くのがそこに住んでいる子供たちにとって一番いい形だという組合立という学校の組織がございますが、それはもちろん議員もご存じのとおり、両方の町村の中で納得をして進めるという前提がございますので。

　　　現在のところ、学校を合わせるという話は、あちらのほうからも出ておりませんし、こちらのほうからも出してはおりません。
○議長
　　　２番、齋藤正志君。

○２番

　　　そういう可能性も地域の交流が深まればある可能性だということで、私たちも選択肢の中に入れておきたいと思います。
　　　最後に、先ほど教育長が話されました統合することによって、どちらも１回なくなるんですけれども、その地域から１つの学校がなくなってしまいます。地域の活力がなくなるようなことがあっては本当にいけないと思います。そこを利用して、さらに新しい活力が生まれるような施設に生まれ変わらせる、そのような施策が本当に求められると思いますので、こういうものが進めば地域の再編、活力の向上ということが望まれると思いますので、よくここはリンクさせながら進めていただきたいと思います。もしこれに対して何かあれば、町長のほうから、最後。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　今、教育長が言ったように、今後第５次振興計画の後期分が策定に入りますので、この議論については、教育委員会と中学校の統合とまたあわせながら小中一貫の教育の計画も取り上げ、より確実な計画につくり上げて進展を図ってまいりたいと思っております。
　　　そしてまた、これからのそういった中で、空き教室などもあると思います。それらについては、これからの高齢化の進展、サテライト型の方法とかいろいろあると思います。これらについては、議員の皆さん、地域の皆さん、よく話し合いをして、そしてよりこれから効果が上がるように地方創生があります。そういった中で、支所機能の集約をして、やはり私のイメージでは、山の駅というのは今どこにもないんですね。そういった中では、西山ということでもありますから、やはり山の駅、山の日を今度設定しますので、柳津が手を挙げてやはり山の駅の構想というものもまた上げながら、支所機能の集約化というものを図りながら、その地域の皆様がまた活気を呼び戻すような体制づくりをしていけばよろしいのかなと、そんなふうに思っております。それにはやはり地域の皆さん、そして議員の皆さん、町民の皆さんの知恵をかりながらやっていきたいと、そのように思っています。（「終わります」の声あり）
○議長
　　　これをもって齋藤正志君の質問を終わります。
　　　次に、荒明正一君の登壇を許します。
　　　７番、荒明正一君。

○７番（登壇）

　　　４点についてご質問いたします。
　　　１つ、町政４期目に向けての政治姿勢について。
　　　この６月に当選され、４期目の町政運営を担うわけですが、３期12年の井関町政を振り返り、４期目の課題と最重要政策は何か伺います。
　　　２つ、安心・安全な町づくりについて。
　　　数年前に発生した大平町内の火災は、いまだ解決していない現状にあります。この状況を町の最高責任者である町長としてどのように捉えているかお伺いいたします。
　　　３つ目、林道・町道の管理について。
　　　特にことしは盆が過ぎても道路の草刈りがされておらず、安全上、課題もあると思いますが、どのようなスケジュールで実施されているのかお伺いいたします。
　　　４つ目、18歳選挙権実施と町の対応について。
　　　選挙権年齢を20歳から18歳に引き下げる改正公職選挙法が可決・成立し公布され、来年６月施行されることになりました。昨年12月の第47回衆議院議員選挙における20歳代の全国の投票率は32.58％と低い水準となっていることから、町及び教育委員会はどのような対応をされるのかお伺いいたします。
　　　以上です。
○議長
　　　答弁を求めます。
　　　町長。
○町長（登壇）

　　　７番、荒明議員にお答えをいたします。
　　　まず、１点目であります。町政４期目に向けての政治姿勢についてであります。
　　　３期12年間を振り返りますと、子育て支援、高齢者福祉の充実、交通網の整備、農商工・観光の連携など数多くの事業を実施してきたわけでありますが、特に３期目は、東日本大震災や新潟・福島豪雨、さらにはことし４月に発生いたしました塩野地内の土砂災害など多くの大変な災害に見舞われた任期であり、復旧・復興に全力で取り組んできたところであります。
　　　平成24年10月には、第10回全国門前町サミットが柳津町を会場に開催され、全国から多くの関係者が訪れ、地域の活性化やまちづくりについてパネルディスカッションが行われるなど、大成功に終わったところであります。そしてまた、昨年は、全国公開の映画「ジヌよさらば、かむろば村へ」のロケ地として柳津町がメーンの舞台に撮影されるなど、明るい話題の１つとなり、全国でもアピールできたものと考えているところであります。
　　　４期目に向けての課題と重要政策でありますが、柳津町では第５次柳津町振興計画の中で、町の将来像として「みんなが主役！笑顔広がる絆のまち」を掲げております。この実現のために町民の皆さんとともに各種事業に取り組んでまいりたいと、そのような考えを強くしているところであります。特に、子育て支援の充実、健康づくりの推進、火災・災害対策の推進、農林業・観光・商工業の振興、学校教育の充実、若者の定住促進に力を入れ、町民の皆さんが住んでよかったと感じられるまちづくりを実践をしていきたいと考えているところであります。
　　　２つ目であります。安全・安心な町づくりについてでありますが、平成23年５月29日に発生しました大平地内の火災については、町の火災見舞金支給規則によって被災者の自立助長と支援を図ることを目的に、10万円の見舞金を支給しているところであります。火災で発生しました廃棄物については現在も残ったままの状況でありますが、他の火災については全て所有者などが処分をしておりますので、最終的には所有者みずからが廃棄処分をするものであると、そのように考えを持っているところであります。
　　　３つ目の林道・町道の管理等についてであります。
　　　林道・町道等の維持管理につきましては、各地区の皆さんに草刈りや道普請などを実施していただいているのが現状であります。地区での作業に伴い、資材や重機が必要な場合には、町でも可能な範囲で費用負担をしておりますが、各地区の労力だけでは維持管理が難しい路線もあります。こうした路線については、町の緊急雇用創出事業で、５月から10月までの６カ月間雇用している４名の作業員で、町所有地の維持管理も含めた作業計画に基づき作業を行っておりますが、ことしは例年に比べて雪の影響によって倒木が多く、その処理に時間を要したために、昨年よりも道路の草刈り作業が少しおくれております。
　　　今後も、限られた予算の中で町でできることは続けてまいりたいと、そのような考えを持っております。各地区の皆さんにも今までどおりのご協力をお願いしたいと、そのような考えを持っております。

　　　４番目の18歳選挙実施と町の対応でありますが、現在、投票率向上のための取り組みといたしましては、柳津町選挙管理委員会及び明るい選挙推進協議会の委員による巡回広報活動や、啓発看板の設置、町広報紙や防災行政無線を利用しながら周知などを実施しているところであります。
　　　昨年12月に執行されました第47回衆議院議員総選挙における20歳代の柳津町での投票率は46.6％で、全国の32.58％と比較をしますと14.02％高い投票率ではありますが、当町における年代別の投票率では低い投票率となっております。
　　　来年６月以降に実施されます選挙からは18歳から投票ができることとなりますが、全国的にも若い世代の投票率は低い状況となっていることから、若者が政治に関心を持てるような対策を実施していかなければならないと考えております。
　　　また、小中学校における学校教育では、授業での政治・選挙に関する基本的な学習の充実などを図っていきたいと、そのような考えを持っているところであります。
　　　以上であります。
　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長

　　　ここで暫時休議します。

　　　再開を午後４時５分といたします。（午後３時５４分）

○議長

　　　議事を再開します。（午後４時０５分）

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長
　　　これより再質問を許します。

　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　４期目に向けての政治姿勢という題名のもとに質問しておりますので、細かいわけでありますが、基本からお伺いしたいと思います。そのほかのいろんなことについてはなるべく質問しないようにしたいと思いますが、この答弁書を全体的に見てみますと、「振り返りますと」ということがありますが、反省するという文言は１つもないわけでありますが、12年を反省してどのようなことをお考えでおられるか。自分のやってきたことが全てよかったか、悪かったか、それらの反省を伺っておきたいと思うわけであります。今まで桜等も植えました、また学校統合は、先日の私の答弁では平成27年のことしからは統合しますという答弁をいただいたり、そのようないきさつもあるわけですが、それらについての反省はどのように捉えているかお伺いいたします。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　紆余曲折あったにせよ、今日までやってまいりました。それを前面に出しながら今回の４選に向けて町民の皆さんの審判を受けましたので、そういった中で努力をしてまいりたいと、そのように思っております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　その中で、私たちは政治に携わっているわけであります。町長は、この政治という中で、政治は誰のためにあるのか。町長のためか、議員のためか、職員のためか、町民のためか、この中で全体的にどの人のためにやっておりますか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　町民のためであります。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　その中で町民にはいろんな方がおられるわけでありますが、強い人のためか、弱い人のためか、そうなった場合にどういう立場の人を一番頭に置きますか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　公正な立場に立ってやっております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　また、町長は12年やっておられるわけでありますが、その中で区長との関係についてはどのように考えておられるか伺います。
○議長
　　　区長ですね。

○７番

　　　区長。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　これは、町民の皆さんの先陣に立って、かなり地域をまとめていただく区長さんであると、そのような認識を持っております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　その中で、私も何回も区長をやっているわけでありましたので、そういう中にあって、区長会等の姿を見ておりますと、必ずしも区長に対する本当の感謝の気持ちというものが伝わってこないことがあるわけでありますが、これらについてはどのようにお答えになりますか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　常に真摯に向き合って、その立場になって考えてやっております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　この施政方針の中にもあるわけでありますが、安全で安心なまちづくりということについての安全・安心という定義は、町長としてはどのような定義を持っておりますか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　安全はまさに公的なことであって、安心はまさに心であると、そのように思っております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　「笑顔広がる絆のまちづくり」ということがありますが、これはどの辺までを差しておられるのか。全体的に見て、過去12年間で何％笑顔が広がっていると思っておられるか伺います。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　この目標は、町民の皆さんを初め振興計画の皆さんで考えた将来像でございます。これに向けて今努力中であると、そのように認識をいたしております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　そうしますと、自分の信念としての考え方というのはそこにないんですか、あるんですか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　常に町民も私もそういう志を持ちながら進みたいという信念であります。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　町民の皆さんと始終話したりしていますと、町長の話には一貫性がないというような批判もないわけではありません。たまたまきのうお伺いしたところによりますと、鳥屋の道路については、３年前ごろにことしはとっくにできるような話だったわけですが、それができていない。できないなら、できないなりのきちんとした説明をして、町民に安心感を与える、そういう対応が必要ではないんですか。そういう具体的な取り組みを求めたいと思いますが。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　その年次については、いろんな調整があると思います。そういった目標に向けて努力をしていて、相手もある、そういう事業もあります。そういった中での誤差はあるものと思いますが、誠心誠意それに向けて努力をしているのが今日であると、そのような認識を持っております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　これから申し上げますのは、交通網の整備に関係すると思うわけでありますが、道路、今までの町の全体的な町民の構成から言いますと、何を一番望んでいるかということは、大体聞かなくてもわかるような面があるわけであります。そういった中で、道路というものは、私は、人間に例えるならば血管と同じだと思っています。血管がちゃんとしていなければ、町なら町の機能、人間は人間なりの機能というものが十分発揮されてこないわけでありますから、その辺の考え方について道路は町長はどのような考えを持っておられますか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　これは議員もおわかりのとおり、この町もそうですが、全会津を挙げて陳情といえば８割が道路網の整備であります。よって、我々にとっても道路網はそれぞれの生活を生む大切な動脈である、そのような認識で陳情その他事業を行っているところであります。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　そういった中で、私は道路について考えますと、何と言っても計画性がないのではないかと。特に、大峯から高森に向かっていく道路というものは、これから先を考えた場合にどのような計画を持っておられるのかお伺いいたします。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　なお、細部については建設課長から申し上げますが、今進展していることは計画的にやっていることでありますので、それはご理解をいただきたいと思います。
○議長
　　　補足、天野建設課長。

○建設課長

　　　道路網の整備につきましては、一応生活圏を優先しまして、生活、農林業、観光、全てにおいて、学校もそうなんですけれども、利用者にとって利用しやすい形の整備を進めております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　町政と県政の違いは、どこがどういうふうに違うと思っていますか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　町政、県政、いずれにしても町民、県民のためにやると。中身は同じであります。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　中身は同じ、考え方は確かに同じであります。しかし、問題を解決する場合に、手段はそれなりに異なってくるのではないかというふうに思いますが、どうですか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　異なることはありますけれども、規則、原則にしてやっておりますので、それらについての違いはそうはないと認識をしております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　では、２番目に移ります。
　　　これは平成23年に起きた問題であります。私が考えるには、この問題が解決されない最大の理由は、この問題解決のために政治が関与していないということだと思います。政治が。直接、金どうこうということだけではなく、地域の町内会の方たちに対して、知恵なりいろんな面でアドバイスをしたり、協力関係を結ばなかったことが原因ではないかと思います。丸４年になるんですね。これまで今のような状態が続いたということは、それなりに行政としても決断すべきことがあるのではないかと。ただ金10万円やったからいいんだ、そういう考え方ではできないんだろうというふうに私は思いますが、いかがですか。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　今回の安全・安心の部分の火災の関係、23年の分でありますが、23年５月29日以降の火災、大変不名誉でありますが、本日までの間10件ほど火災になっております。ほかの９件等については、全てみずから廃棄処分をして片づけております。この23年度の事案だけが今残っているような状態であります。これらの火災の内容等については、最終的には所有者等が行うものだと考えております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　見舞金10万円をやったということでありますが、10万円なんて私が感じたのは大変な額であります。火災見舞金支給規則というものがあります。私も条例を見るのが久しぶりなんですが、この中に全焼10万円、半焼５万円ということになっておりますが、目的の中に、支給することにより被災者の自立の助長と支援を図ると。今の時代においてこの額では自立の助長も支援の対象にはほど遠いのではないかと思いますが、そういうのも含めてお答え願いたいと思います。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　これらの見舞金等の分については、規則に沿いまして10万円をお支払いしている内容等であります。
　　　以上です。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　町長は、これまで特別このために努力をしたという経緯がないようでありますが、それで、町長としての任務が果たせていると思っているんでしょうか。私は、この問題はただ単にあそこだけの問題ではない。ただ単に、火元の人が片づけるのが本当だ、自分だと、それは私もわからないわけで話しているわけではありません。しかし、ああいうことに対し、捉え方が大事ではないかと思うんです。
　　　何でかと言いますと、あそこの場合と、例えば大峯であそこのように火災があってそういうものがあった場合とでは、意味が違うと思うんです。ここの場合は、衛生上も悪い。総務課長も町長も居ないんです。実際に、あの隣の家に自分が居た場合に、どうなるかと。ただ、今までこうだ、こうだと。そんな簡単にはねつけるような考えではおかしいと私は思うんです。だから、さっき施政方針の中に、誰のための政治なんだ、誰のためにやっているんだということを冒頭に伺ったのはそのためなんです。強い者の味方で弱い者はならば構わないということになりかねないんじゃないですか。町内会との話で考えるならば、町内会が何かの事業によって環境整備でやるというようなことで、それなりの金を出してそれらを通して解決するというような、いろんな形があると思うんです。観光の分野も問題だと思いますよ。まして、只見線に手を振る条例なんていうのは決定されているはずですが、そういうことからして、あそこに　　　　　　　　　　　　　　　　　　どうなりますか。

○議長
　　　荒明議員に申し上げます。意見でなく質問でお願いします。
○７番

　　　だから、そういうことだから、そういう考え方もあるのか、どうですかと聞いている。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　今回の事案等についてもなかなか進まない状況等もありましたので、町としても対応、地区の皆さん、近くの皆さんともお話をした上、また、業者等の内容等もいろいろ協議させていただきました。その中での当の本人の所有者等の中での判断で、今までやれないというようなことで。町が何も関与しなかったということなしに、町としてもいろいろ地区の皆さんとまた近所の皆さんとも十分話し、また業者等の内容もいろいろ話しましたが、最終的には所有者関係等の中でその話が進まなかったというのが事実であります。
　　　以上であります。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　いずれにしても現状のままであるということは事実なんです。その本人、火元の人のためということにも、隣に住んでいる人、これを解決するのが政治ですよ。そうじゃないですか。みんな、自分がそこに、この前も行ったら、ここ貸すから泊まってみらしと言われた。だから、問題は、物を解決して処理しておいて、その後どうするかということは、それなりの町民の中で決定してもいいと私は思うんです。それが地方政治だ。だから、県政と町政の違いはどこですかと聞いた。細かいところまで面倒を見ざるを得ない場合もあるんです。だから、もう１回真剣になって考えていただいて、10月中には解決するという政治決断をしてもらいたいと思います。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　この案件等については、議員の皆さん、全員協議会等でも何回となくお話をし、また町としても対応の仕方も十分話した中での議員の皆さんの判断もありまして、今現在に至っている内容となっております。
　　　以上です。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　町長の言う安心・安全、あるいは「笑顔広がる絆のまち」ということからして、違反しているんじゃないですか、町長。こういう事態が１年じゃないですよ。３年も４年もこういう状態が続くということは、政治的に判断して解決すべきだと思うんです。また、町長は、ある方と話したら、50万くらいはあるんだとか何とか言ったという話なんですが、そうなると、ある程度考えているのかなと思ったというの、その人は。そう言えば、そんなことはおらは言わねえと言うかもしれないけれども、事実、また聞きしたんです。そう言ってたってどって、そういう話も聞いているわけでありまして……
○議長
　　　質問を明確にしてください。
　　　では、答弁を求めますか。
○７番

　　　はい。では、町長を。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　今日まで７番議員がこの問題を質問したわけではありません。これ以上に心配をしていただいた議員もおります。その中で、今のような質問の内容の金額をあらわしたこともありません。そして、やはり公平な中でやるには、地権者というそこの財産の持ち主がいるわけであります。それらを勝手に我々は容易に始末するようなことは行政としてできないわけでありますので、ご理解をいただきたいと思います。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　どんな問題であろうと、黙ってやれと私はここで１回も言っておりません。ちゃんと話し合った上で、何とか協力してくれと。逆かもしれませんが、あらゆる知恵を絞って町内会の人たちとでも、あるいは役場がもっと入って真剣になって考えていかないと笑われてしまうのではないですか。理屈はああがだめだ、こうがだめだ。公平、公平と言いますが、今の政治の世界では、不公平を政治が施策をとって公平を保つというようなこともあるんですよ。年金高い所得の多い人はもらわねようになんて。公平だったらおかしいんですよ。そういう面から言っても、今までこうなったからこうだ、ああなったからああだ、そういうことではなくて、政治として、町長として政治判断をすべきである。笑われてしまうと思うんですよ。おら方はいいよ。大峯はまだどうこうねえがら。しかし、隣のいる人、住んでいる人、その人のことを考えれば、我がんだから、いいんだ、お前、我慢しろ。それでは、柳津町に政治がないと同じじゃないですか。
○議長
　　　荒明議員に申し上げます。重複質問は避けてください。質問を変えてください。質問を明確にお願いします。
　　　荒明正一君。
○７番

　　　こういう問題がある中で、町長の言う「笑顔広がる絆のまちづくり」というものはできないと思います。共同、お互いに隣近所助け合ってやろうと。そういう中で、町が率先して、なるほどそうだなと。多少おかしいなと思ったって、協力してやればそれなりに理解してくれるんです、後になれば。
○議長
　　　質問の中身は、地区と町が協力し合って、前に進むようにできないかという質問でございますか。
○７番

　　　そうですよ。
○議長
　　　では、答弁させますか。
　　　では、矢部総務課長。
○総務課長

　　　今までも過去何回となく地区、また近くの住民の皆さんとも町では話しており、また議会の中でも十分今まで話をされている内容等でありますので、その中で再度話し合いをするというようなことは町としては今のところ考えておりません。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　それでは若干、町長、さきの施政方針のあれに戻ってお尋ねします。必ずしも順序としてはよくないかもしれませんが。
　　　火災・災害に対しての指針ということがありますが、この中で今のような問題を解決するための方策を改めて示す、決める必要があるのではないかと思いますが、どうですか。
○議長
　　　町長。

○町長

　　　荒明議員、法的な部分と個人の財産、それらをきちんと整理をしてお話をいただきたい、そのように思っています。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　１人でだめだから、では２人で組めば補助もらえんべ。そういうこととほぼ同じようなあれになるんですか。片っぽは見るけど、片っぽはだめだ。この前、あなたが言っているのは、全面出ていいとは思わないです、それは確かに。だけれども、４年間もこういう状態が続いて、隣の人に迷惑がかかっているその実態を調べない。だから、少なくともこういうものがあと起きないように、今後新たな対策を検討してください。
○議長
　　　新たな対策、検討。
　　　矢部総務課長。
○総務課長

　　　これらの内容等については、再度同じような答弁になりますが、議会の中でも全員協議会の中でもお話をして一応結論が出て、そういうような方向で町は進むというような内容等であります。これらについても地区の方が町のほうに今現在そういうふうな内容で来ておりません。そういうふうな中では、町としてもちょっと動くことができません。１回議会の中で十分話し合いをしている内容等でありますので。また、地区の代表の方、区長さんを初めそういう方からそういうふうな依頼があれば、また町としては再度調査し、またお話し合いをしていきたいというふうな考え方を持っております。
　　　以上です。
○議長
　　　荒明議員に申し上げます。時間配分、大丈夫ですか。よろしいですか。

　　　７番、荒明正一君。
○７番

　　　今は来ていないかもしれません。しかし、当初は、私も見ておりますが、区長さんが非常に困って悩んでおります。だから、区長としては隣の人から言われる。何とかしてくれと言われる。だけれども、町さ言ったってぱっとしない。そうした中で、だから、区長の気持ちをわかんないから、だから最初そういうことになったんだ。区長、やったことのない人はわからないんだ、確かに。
○議長
　　　荒明議員、質問を明確にしてください。区長の気持ち、これは意見なので、質問でございません。
○７番

　　　質問でないと言うかもしれませんが、そういう気持ちをわかって政治をやるのが行政だと思いますので。非常に困っているんです。質問でないと言ったって、そういう現実を見てどうするかというのが政治であると私は思いますので、今後改めて検討し直すというか、前向きに、この解決のために努力をしてもらいたいと思います。
○議長
　　　答弁、必要ですか。
○７番

　　　はい。
○議長
　　　では、これは前向きな将来に向けての検討。
　　　町長。
○町長

　　　荒明議員に申し上げます。
　　　この問題については、当人もそうですが、それらを十二分に話し合った結果、その財産を周りの人がとやかくいじることができないという結論に達していますので、これ以上の進展はないものと。そして、菊地議員も一所懸命この問題には携わっていただきました。その結論が現在でありますので、ご理解をいただきたいと思います。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　３番に移ります。
　　　林道、道刈りがおくれたということがまず最大の問題でありますが、先般、副町長も通ってわかられたと思うわけであります。そういう中にあって、何でことしの場合は特別おくれたのか、まずお伺いしたいと思います。
○議長
　　　天野建設課長。

○建設課長

　　　最初に申し上げておきますけれども、大峯林道をいつの期間に草刈りをするということは、地区のほうには申し上げておりませんので、通年やっておりますのでやるということでございます。したがって、こちらの計画上いろんな、先ほど町長からもお話がありましたけれども、倒木等があってそれに時間を要したためおくれたわけでございますので、特別いつの時期に大峯林道をやるという話はしておりませんので。
　　　議員がおっしゃるとおり、それはお盆前にやったほうがそれは町民のためになるということは十分理解しております。
　　　以上です。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　町長、それでいいんですか。こういう答弁でいいんですか。
○議長
　　　ほかに答弁ございますか。特にございません。
　　　引き続き質問願います。

○７番

　　　では次に移りまして、同じ町道管理等についての質問でありますが、町道について、先般砂子原で転落事故がありました。あの道路というのは、町道に一斉に認定された道路のようであります。それは昭和59年にそうなったわけでありますが、その中で町道の一斉認定になった道路の総点検をすべきであると思いますが、どうですか。
○議長
　　　天野建設課長。

○建設課長

　　　それ以前も町道認定にはしておりましたけれども、59年度に見直しをかけて今の町道認定になっております。
　　　町道延長で実際300キロほどございます。それを一つ一つ結局見直しをかけるという形にはなかなかいっておりませんけれども、今、主要道路につきましては長寿命化計画といいますか、結局、道路を長もちさせたいということで計画を立てて、それぞれ修繕を行っていくような形で今後進めていきたいとは考えております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　その中でお伺いしますが、あの町道の転落した事故、写真があるわけですけれども、あそこにガードレールをつけていただけないのかなというふうに思いますが、どうですか。何たって事故が起きたんですから。今後また起きないという保証はどこにもないです。何でまぐっじゃかもわからないわけです、本当のところは。しかし、これから先を考えた場合には、若い人が通る道路にはならないんでね。だんだん、少なくとも高齢化の方が通るような道路の状況になってくるようでありますから、その辺を考えて、安全対策の上からガードレールの設置をお願いしたい。
○議長
　　　天野建設課長。

○建設課長

　　　今、防護柵を設置する予定でございます。どうしても地形上、ガードレールの設置は無理でございますので、パイプ等を差して安全柵にしたいということで、その設置を検討しております。地区と今話し合いもしておりますけれども、幅員が狭いわけです。あそこを農耕車が通るということで、ガードレール等をつけますと、それがぶつかって下におりられなくなるということも聞いております。ただ、安全上、町としてはやはり安全対策を講じたいということで、地区と今話をしているわけですけれども、できる限り道路の幅員をとるという形での安全柵の設置を今のところ検討して進めてまいりたいと思います。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　私が見た限りでは、ガードレールをつけるって、つけ方があるんですね。あの舗装にきちんとやっているんだ、確かに。それから30センチも新たにないところ入られなくなるわけですから。そうでなくて、ある程度離した中で、工事費は確かにかかります。だけれども、やっぱりそういう頑丈でないパイプをやってどうこうというのは、我々が我がうちの道路をやるならいいけれども、町がやるにそういう対策ではどうかなと思いますので、よく検討していただきたいと思います。
○議長
　　　検討していただく、答弁、必要ですか。
○７番

　　　検討というと、やってくんつぇよということですから。
○議長
　　　では、天野建設課長。

○建設課長

　　　この問題につきましては、地区の区長さんと話し合いをいたしております。地区の区長さんもそれで了解をしております。結局、トラクターとか何かの後ろのアタッチメントがぶつかると通れないという話も聞いております。その辺は区長さんと話をして、できる限り幅員をとった形での設置を検討していきたいと思います。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　そのようにお願いします。時間もなくなりますので。
○議長
　　　質問の途中ですが、ここで本日の議事日程についてお諮りいたします。
　　　柳津町議会会議規則第９条により、会議時間は午前10時から午後５時までと定められておりますので、本日の会議時間は議事の都合によりこれを延長したいと思いますが、ご異議ございませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）

○議長

　　　異議なきものと認めます。

　　　よって、本日の会議時間は延長することに決しました。
　　　それでは、続けます。
　　　７番、荒明正一君。
○７番

　　　時間も10分切りましたので。
　　　この18歳選挙についてはまだ決まったばかりでありまして、新聞等にもいろいろな情報、課題が載っているわけであります。地元の政策課題というようなことで、民報なんかにも載っております。この中で、私が大事だなと思うことは、私の体験では、大変恐縮なんですが、何で取り上げたかといいますと、私は政治に関心を持ったのは中学校２年ころです。何で関心を持ったかと。何で大峯の道路がこんなに悪いんだと。新聞、政治課題についての学習というようなことに該当するんだろうと思うわけでありますが。だから、以後はなかなかそういうのは難しいんですね。そういう道路何で俺のところ悪いんだなんていう体験をするということは、なかなか確かにできない状況であるわけであります。そういう中にあって、教育委員会等でそのように関心を持つ、若いうちから関心を持つようにというようなことについて、どのような教育をさせていこうとしておられるのか伺います。
○議長
　　　教育長。

○教育長

　　　７番議員にお答えします。
　　　学校の学習の中では、具体的には小学校６年生で政治の働きについての大まかなものを勉強します。さらに、中学校３年生で公民的分野というところで、国の政治の仕組み、あるいは地方の政治の仕組みについて学ぶとともに、政治参加についても考えるという学習が計画されております。これらの学習の充実を図ることが、町においても若い世代の政治への関心を高めることにつながるというふうに考えておりますが、国においての動きは高校生を対象にした主権者教育というのがまず初めに打ち出されているようでありますので、今後もそういった国の動き等も踏まえながら、生徒の実態について学校と情報共有を図って、この分野の教育の充実をいかに図っていったらいいかということで検討していただくということであります。
　　　以上です。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　この新聞、民報によると、結局、選挙違反についての説明という意味でるる書かれているわけであります。私がもっと心配しているのは何で、柳津にも今回議会選挙があったわけでありますが、その中で、残念ながら必ず選挙が終わると必ず下手な話が出てくるんですね。うわさだと私は思いますが。だから、18から選挙権を持つようになった場合に、そういう大人の動き、考え方、行動というものを見て、あら、こんなことをやっているのかというふうになった場合の子供に対する影響というものを考えた場合に、いかに学校の教育の上からそういうように惑わされない信念を持った投票をするような教育をしていくことが大事ではないかと。確かに柳津の場合は中学校までしかありませんから、これに該当しないわけかもしれませんが、しかし、基礎となるものは中学校からやはり教えないと。私の経験から言っても大事だというようなことがあると考えておりますが、そのようなことに対して、未然に防止する。また、何で大事かといいますと、そうなったときその後の子供の人間としての生き方にまた影響してくるということを私は大変心配しているわけでありまして、その辺のことも考えて今後教育指導に当たっていただければいいかなというふうに思います。その気持ちをお伺いしたいと思います。
○議長
　　　よろしいですか。では、教育長。

○教育長

　　　実際に、柳津中学校でどういうことをやっているかということを１つ例に出しますと、柳津町におけるまちづくりと町政への提言といった単元をつくりまして、実際に町の状況について学習をしていくというようなこともやっておりまして、学校ではいろいろ工夫をしながら、すぐに投票するわけではない中学生の年代で、やがて自分たちがそういった投票をすることが政治のために大変大事だということをしっかり勉強させるように取り組ませていきたいというふうに思います。
○議長
　　　７番、荒明正一君。
　　　時間、５分を切っております。
○７番

　　　最後に、この答弁書の中では46.6％、柳津町の20代の投票率、それに32.58という全国の比較を出しておられますが、14.02高いと。しかし、この高い理由は何なのかということを考えた場合に、やはり人間同士のつながりが非常に大きいんだろうというふうに私は思うんです。どうしても、ここらは隣近所それなりに仲よくやっておりますからいいけれども、都会のほうに行くとそんなこと余り関係ないから、そうなるとどうしても人よりか我がこと、話し合ったり、ああいうことも解決できないような状況になってくると、そういうふうに悪影響を及ぼしていくということになると思いますので、投票率が高い、低い、その原因をちゃんと把握しなければならないと思うんですが、町長、どうですか。
○議長
　　　矢部総務課長。

○総務課長

　　　町においても投票関係の推移を見ております。５歳刻みで見ているのもありますし、10歳刻みで見ているのもありますが、どうしても若い方の投票は低くなっております。これらについても十分選挙管理委員会の中でも話を出しております。
　　　また、来年の夏の参議院からこれらが施行されるわけでありますが、柳津町において、18歳の投票になれば53名くらいの方、毎年二十七、八名の方が１年ごとに上がってくるような形になりますので、これらの方にもいろいろ啓蒙して、また広報等でも進めながらしていきたいと思います。
　　　どうしても、町においても若い方の投票率が低いので、これらについては十分町としても検討していきたいと思っております。
○議長
　　　７番、荒明正一君。

○７番

　　　では最後に、これは本当は１の質問で提案しようかと思っていたんですが、いいですか。会津若松建設事務所の行動規範というものを私は持っています。これをまねて、同じではないにしても、名刺の裏に印刷して持っていれば、それなりの行動、推進のために役に立つのではないかということで、読んで終わりたいと思います。
　　　私たちは、笑顔で挨拶、さわやかな応対をします。
　　　私たちは、丁寧でわかりやすい説明、積極的な広報をします。
　　　３番目が一番私はいいと思うんですが、私たちは、苦情・要望には感謝の気持ちで現場面談、迅速に対応します。
　　　私たちは、会津の歴史・風土への理解を深め、地域活動に積極的に参加します。
　　　ということがありますが、これらも参考にして、こういうふうにしたらよいのではないかということを申し上げて、終わります。
○議長
　　　これをもって荒明正一君の質問を終わります。

　　　これで一般質問を終わります。
　　　　　　　　　◎議案の審議

○議長

　　　日程第５、議案第７０号「平成２６年度柳津町歳入歳出決算認定について」を議題といたします。

　　　提案者に提案理由の説明を求めます。

　　　町長。

○町長（登壇）

　　　議案第７０号「平成２６年度柳津町歳入歳出決算認定について」提案内容を説明いたします。
　　　平成26年度柳津町一般会計の決算につきましては、歳入総額44億3,596万9,583円、歳出総額40億9,230万8,188円、歳入歳出差引額３億4,366万1,395円、翌年度へ繰り越すべき財源１億7,599万3,000円、実質収支１億6,772万8,395円となったものであります。

　　　次に、特別会計でありますが、平成26年度柳津町土地取得事業特別会計の決算につきましては、歳入総額14万1,626円、歳出総額６万186円、歳入歳出差引額８万1,440円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町国民健康保険特別会計の決算につきましては、事業勘定で歳入総額５億8,523万6,920円、歳出総額５億4,547万6,215円、歳入歳出差引額3,976万705円となったものであります。

　　　施設勘定では、歳入総額8,036万6,912円、歳出総額7,122万9,641円、歳入歳出差引額913万7,271円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町後期高齢者医療特別会計の決算につきましては、歳入総額5,054万5,366円、歳出総額4,921万8,065円、歳入歳出差引額132万7,301円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町介護保険特別会計の決算につきましては、歳入総額４億4,866万3,476円、歳出総額４億2,329万8,879円、歳入歳出差引額2,536万4,597円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町簡易水道事業特別会計の決算につきましては、歳入総額１億8,490万1,154円、歳出総額１億7,598万4,963円、歳入歳出差引額891万6,191円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町町営スキー場事業特別会計の決算につきましては、歳入総額382万2,764円、歳出総額372万9,288円、歳入歳出差引額９万3,476円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町農業集落排水事業特別会計の決算につきましては、歳入総額9,469万9,738円、歳出総額9,377万8,319円、歳入歳出差引額92万1,419円となったものであります。
　　　次に、平成26年度柳津町下水道事業特別会計の決算につきましては、歳入総額8,719万6,699円、歳出総額8,606万8,094円、歳入歳出差引額112万8,605円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町簡易排水事業特別会計の決算につきましては、歳入総額275万7,033円、歳出総額248万6,627円、歳入歳出差引額27万406円となったものであります。

　　　次に、平成26年度柳津町林業集落排水事業特別会計の決算につきましては、歳入総額549万598円、歳出総額518万5,162円、歳入歳出差引額30万5,436円となったものであります。

　　　以上で、各会計の決算概要の説明を終わります。よろしくご審議お願いをいたします。
　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長

　　　ここで、休議をします。

　　　若干短いですが、午後５時15分再開とします。（午後５時０７分）

○議長

　　　議事を再開します。（午後５時１５分）

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　◇
○議長

　　　次に、代表監査委員から決算審査意見書の報告を求めます。

　　　代表監査委員、目黒忠威君。

○代表監査委員（登壇）

　　　それでは、平成26年度決算審査の意見を申し上げます。
　　　お手元にお配りの資料をごらんいただきたいと思います。

　　　地方自治法第233条第２項及び第241条第５項の規定により、平成26年度歳入歳出決算並びに基金の運用状況の審査を終了したので、その結果を下記のとおり意見を付して報告します。

　　　平成27年８月28日。

　　　柳津町代表監査委員、目黒忠威、柳津町監査委員、伊藤　毅。

　　　第１に審査の概要であります。

　　　１．審査の対象

　　　（１）平成26年度柳津町一般会計歳入歳出決算

　　　（２）平成26年度柳津町土地取得事業特別会計歳入歳出決算

　　　（３）平成26年度柳津町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

　　　（４）平成26年度柳津町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

　　　（５）平成26年度柳津町介護保険特別会計歳入歳出決算

　　　（６）平成26年度柳津町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算

　　　（７）平成26年度柳津町町営スキー場事業特別会計歳入歳出決算

　　　（８）平成26年度柳津町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

　　　（９）平成26年度柳津町下水道事業特別会計歳入歳出決算

　　　（10）平成26年度柳津町簡易排水事業特別会計歳入歳出決算

　　　（11）平成26年度柳津町林業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

　　　（12）平成26年度基金の運用状況

　　であります。

　　　２番目に審査の期間でありますが、平成27年７月22日より平成27年７月31日までの７日間であります。

　　　次に、３．審査の着眼点でありますが、
　　　（１）決算書の計数は正確か。

　　　（２）町税、保険税、使用料等の賦課徴収（現年、過年度分）の業務について、適切に事務処理されているか。

　　　（３）行政改革推進、財政運営の健全性が図られているか。
　　　（４）予算執行が公益的かつ計画的・効率的に実施されているか。

　　　（５）事業の事務処理について、能率的、効率的に実施されているか。
　　　（６）前年度までの指摘事項について必要な改善処置がされているか。

　　　以上、６点であります。

　　　次に、４．会計別歳入歳出決算状況についてであります。

　　　各会計の決算状況については、別紙のとおりであります。

　　　次に、第２の審査の結果、１．総括であります。
　　　一般会計及び特別会計の歳入歳出決算額は、この表のとおりでありますが、先ほど町長から提案理由の中で説明されておりますので、省略をいたします。

　　　次に、３ページの２の一般会計、
　　　（１）財政の推移であります。

　　　平成26年度における一般会計は、歳入総額44億3,596万9,000円で４億6,703万4,000円の増、歳出総額40億9,230万8,000円で３億2,924万3,000円の増であります。

　　　なお、過去３年間の状況は、この表のとおりでありますので、参考にしていただきたいと思います。

　　　（２）財政収支の状況であります。

　　　平成26年度決算状況は、歳入総額44億3,596万9,000円から歳出総額40億9,230万8,000円を差し引いた３億4,366万1,000円の剰余金となりますが、繰越明許費で１億7,581万3,000円、事故繰越分で12万円、したがいまして、実質収支１億6,772万8,000円で、前年度決算における実質収支で１億5,085万8,000円を差し引いた単年度収支は1,687万円であります。なお、次の表は参考にしていただきたいと思います。

　　　（３）収入の状況であります。

　　　平成26年度一般会計歳入総額が44億3,596万9,583円で、前年度に比べ増額になった主なものは、町税で1,116万3,000円、地方消費税交付金で774万6,000円、県支出金で２億866万7,000円、繰入金で１億5,670万9,000円、町債で３億7,794万4,000円、使用料及び手数料で311万3,000円であります。減額になった主なものは、地方交付税で8,075万2,000円、国庫支出金で5,796万7,000円、寄付金で990万2,000円、繰越金で１億2,315万円などで、歳入総額では前年度より４億6,703万4,000円の増となりました。

　　　次に、一般会計の歳入総括表でありますが、科目別に平成25年度、平成26年度の収入額の比較を載せてありますので、参考にしていただきたいと思います。これは省略いたします。

　　　次に、町税及び税外収入の未収金についてでありますが、５ページの表であります。
　　　未収金は前年度より減少していますが、依然として大きな金額になっております。現年課税分合計額は174万6,254円で、前年度より73万7,547円減少し、滞納繰越分で1,483万3,642円で147万5,149円の減少、未収金合計額で1,657万9,896円で前年度より221万2,696円減少いたしました。

　　　不納欠損処分額は124万2,523円であります。これは合法的に処理されております。
　　　（４）歳出の状況でありますが、平成26年度一般会計予算額48億7,513万2,000円に対し、支出済額40億9,230万8,000円、翌年度繰越額５億5,891万円、不用額２億2,391万3,000円、予算に対する執行率は83.9％、前年度は85.4％で前年度より1.5ポイント下回りました。また、歳出決算額は前年度に比べると３億2,924万3,000円増となりました。

　　　なお、款別の目的別決算額は表のとおりでありますので、参考にしていただきたいと思います。

　　　性質別歳出において、６ページの表の性質別歳出の状況で示しましたが、消費的経費が48.3％、投資的経費が30.9％、その他20.8％であり、前年度と比較して消費的経費は2.0ポイント増、投資的経費が11.7ポイント増で、その他は13.7ポイント減少いたしました。

　　　前年度構成比との比較では、消費的経費で、人件費でマイナス0.8ポイント、物件費でプラス2.7ポイント、維持修理費でプラス0.2ポイント、扶助費がプラス0.2ポイント、補助費等でマイナス0.3ポイントであります。投資的経費では、普通建設事業費でプラス16.1ポイント、災害復旧事業費でマイナス4.4ポイントであり、その他の経費では公債費がマイナス7.8ポイント、積立金でマイナス5.0ポイント、繰出金でマイナス0.9ポイントとなっております。

　　　なお、性質別歳出の状況は表のとおりでありますので、ごらんいただきたいと思います。

　　　次に、３．特別会計であります。

　　　（１）土地取得事業特別会計であります。
　　　本会計の決算は、歳入総額14万1,626円で、歳出総額６万186円となっており、差引額が８万1,440円であります。なお、未販売区画の促進について、引き続き検討していただきたいと思います。なお、26年度末での未販売区画が５区画ございます。

　　　（２）国民健康保険特別会計であります。

　　　事業勘定について申し上げます。

　　　本会計の決算は、歳入総額５億8,523万6,920円、歳出総額５億4,547万6,215円となり、差引残額が3,976万705円であります。

　　　歳入の主なものは、国保税で7,426万4,930円、国庫支出金で１億6,709万3,273円、療養給付費交付金で2,057万8,000円、前期高齢者交付金で9,236万5,233円、共同事業交付金で8,080万9,749円、繰入金で8,867万4,877円であります。

　　　歳出の主なものは、保険給付費で３億2,720万5,773円、後期高齢者支援金等で5,712万7,831円、介護納付金で2,687万6,452円、共同事業拠出金で7,585万4,882円で、歳出総額は前年度より2,059万9,066円減少しており、保険給付費の2,163万9,013円の減が主なものとなっております。
　　　国保税の未納状況は７ページの表のとおりでありますが、未収金の額が前年度より73万8,180円減少しているものの、1,661万2,991円と依然として多額の未収金であることから、大変憂慮すべき事態であります。国保会計の運営上、重大な影響を与えかねないので、徴収事務に当たっては滞納整理計画を立て、万全を期すよう強く要望を申し上げます。

　　　なお、国保の１人当たりの医療費については記載はしておりませんが、平成25年度は30万2,095円、平成26年度においては29万95円で１万2,870円の減となりましたが、県平均の25万1,455円と比較すると高い状況にあります。医療費の抑制は保健指導が重要であり、国保事業の安定化を図るために医療費抑制策のさらなる強化に努めていただきたいと思います。
　　　次に、施設勘定についてであります。

　　　本会計の決算は、歳入総額8,036万6,912円、歳出総額7,122万9,641円となり、差引額が913万7,271円であります。

　　　収入の主なものは、診療収入で5,446万402円、繰入金で1,895万8,000円、繰越金で693万4,666円であります。

　　　歳出の主なものは、施設管理費で4,794万930円、医療費で2,328万8,711円であります。受診者数は6,683人で、前年度比143人の減となり、診療収入では83万5,075円の減となっておりますので、早急に受診者増の対策を講じていただきたいと思います。

　　　（３）後期高齢者医療特別会計であります。

　　　本会計の決算は、歳入総額5,054万5,366円、歳出総額4,921万8,065円となり、差引額が132万7,301円であります。

　　　歳入の主なものは、保険料で2,550万9,500円、繰入金で2,451万9,365円であります。

　　　歳出の主なものは、総務管理費で512万3,664円、広域連合納付金で4,409万4,401円であります。前年度は保険料の徴収率が現年度分、滞納繰越分とも100％達成したところでありますが、平成26年度においては41万4,000円の未収金が発生しており、その究明と対応策を講じ未集金の解消を図るよう強く要望いたします。
　　　（４）介護保険特別会計であります。

　　　本会計の決算は、歳入総額４億4,866万3,476円、歳出総額４億2,329万8,879円となり、差引額が2,536万4,597円で、前年度より増となっております。

　　　歳入の主なものは、保険料で6,198万6,300円、国庫支出金で１億1,798万4,834円、支払基金交付金１億1,702万5,562円、県支出金で6,647万5,610円、繰入金で7,192万2,187円、繰越金で1,324万9,467円であります。

　　　歳出の主なものは、総務費で1,334万270円、保険給付費で３億9,269万993円、地域支援事業費で1,328万9,804円、諸支出金で395万8,296円で、歳出総額は前年度より506万8,082円の増となっております。保険給付費は前年より229万8,796円増となりましたので、今後も給付費を抑制するためにさらなる介護予防事業に努めることが重要かと考えております。

　　　介護保険料の未収金が166万2,300円で前年度より26万7,400円増加しておりますので、滞納整理計画を策定し万全を期すよう強く要望いたします。

　　　（５）簡易水道事業特別会計であります。

　　　本会計の決算は、歳入総額で１億8,490万1,154円、歳出総額で１億7,598万4,963円となり、差引額が891万6,191円で、前年度より631万7,957円の増となっております。

　　　歳入の主なものは、水道使用料等で6,027万7,307円、国県支出金で1,600万円、繰入金で9,117万9,000円、町債で1,460万円であります。

　　　歳出では、水道事業費１億262万7,191円、公債費で7,335万7,772円であります。

　　　水道使用料の未収金が現年分41万1,341円、滞納繰越分で954万6,783円、合計で995万8,124円であります。61万9,187円を不納欠損処分し、未収金額は前年度より183万1,799円減少しておりますが、さらなる未収金の減少のため、滞納整理計画を策定し対応するよう強く要望いたします。

　　　（６）町営スキー場事業特別会計であります。

　　　本会計の決算は、歳入総額382万2,764円、歳出総額が372万9,288円となり、差引額９万3,476円であります。

　　　歳入の主なものは、繰入金で180万円、雑入で184万6,081円であります。歳出では、スキー場事業費で372万9,288円であります。土地の賃借について考慮を要しますので、関係者とよく協議するとともに、十分な説明と対応をされるよう要望いたします。
　　　（７）農業集落排水事業特別会計であります。

　　　本会計の決算は、歳入総額9,469万9,738円、歳出総額9,377万8,319円となり、差引額は92万1,419円であります。

　　　歳入の主なものは、分担金及び負担金で86万4,000円、使用料で1,286万7,490円、繰入金で7,882万円、繰越金で110万1,075円であります。歳出では、総務費で3,796万9,464円、公債費で5,580万8,855円であります。

　　　未収金は７人で42万470円と、前年度より３万9,680円減少しておりますが、速やかに徴収するとともに、施設整備以降10年が経過しており、加入率向上のため対策を講じられたいと思います。
　　　（８）下水道事業特別会計であります。

　　　本会計の決算は、歳入総額8,719万6,699円、歳出総額8,606万8,094円となり、差引額112万8,605円であります。

　　　歳入の主なものは、分担金及び負担金で120万9,600円、使用料及び手数料で1,916万520円、繰入金で6,446万3,000円、繰越金で108万6,894円であります。歳出では、総務費で3,064万6,244円、公債費で5,542万1,850円であります。健全な維持管理及び運営に努めるとともに、加入率向上のために対策を図られたいと思います。
　　　次に、（９）簡易排水事業特別会計であります。

　　　本会計の決算は、歳入総額275万7,033円、歳出総額248万6,627円となり、差引額が27万406円であります。

　　　歳入は、使用料で80万8,390円、繰入金で173万5,000円、繰越金で21万3,643円であります。歳出は、総務費で150万6,939円、公債費で97万9,688円であります。

　　　（10）林業集落排水事業特別会計であります。
　　　本会計の決算は、歳入総額549万598円、歳出総額518万5,162円となり、差引額30万5,436円であります。

　　　歳入の主なものは、使用料及び手数料で79万3,040円、繰入金で445万9,000円、繰越金で23万8,558円であります。歳出では、総務費で175万3,196円、公債費で343万1,966円であります。
　　　次に、積立金の状況であります。

　　　積立金の状況は、10ページの表のとおりであります。なお、決算書に一般会計も特別会計も掲載されておりますので、ごらんの上、参考にしていただきたいと思います。

　　　次に、11ページの町税等の未収金の一覧表であります。ここも個別に言いませんが、未収金総額は前年度より415万9,330円減少しており、滞納整理対策本部による一斉徴収、福島県の実務研修派遣による徴収技術の取得、会津地域地方税滞納整理機構への参加及び徴収専門員配置の成果であると思います。しかしながら、未集金総額は多額であることから、さらなる未収金対策を講ずるよう求めます。なお、平成26年度における不納欠損額は333万5,950円であります。
　　　次に、指摘事項並びに要望事項に移ります。

　　　１．町税等未収金徴収対策についてであります。
　　　平成26年度収入決算の未収金についてでありますが、町税の未収額が992万7,000円、保育料が77万4,000円、住宅使用料が587万7,000円、国保税が1,661万2,000円、介護保険料が166万2,000円、後期高齢者医療保険料が41万4,000円、水道使用料が995万8,000円、農集排使用料42万円、公共下水道使用料が13万1,000円であり、未収金の合計額は4,577万9,000円で、前年度より415万9,000円の減少はしておりますが、非常に多額であり、憂慮すべき状況かと思います。種々対策を講じて未収金の解消に努めてはおりますが、各担当職員と徴税吏員の連携により、徴収技術を高め、法令に基づく滞納処分の実施など、健全財政維持と公正公平性の原則から職員一丸となって未収金の対策に取り組むよう指摘いたします。
　　　２．行政評価制度と行財政改革推進計画についてであります。
　　　「住民と情報共有を通じ、町の意思決定に誰もが参加できる基盤づくり、透明性の高い行政運営と住民基点での行政改革」により事務事業の的確な執行と効率化を目指すとして多額の費用を投入してきましたが、町政の方向を示す政策を構築する施策評価は稼動しておりますが、施策の目的達成手段である事務事業評価はいまだ公表されていないものがあるため、早急に対応するとともに、現評価方法から正すべき点は正し、効果的、効率的な運用をされるよう要望いたします。
　　　第５次振興計画後期基本計画及び地方創生総合戦略等の策定並びに計画実現のため、行政運営の基盤となる行財政改革大綱、行財政改革推進計画について必要な措置を講じられるよう求めます。

　　　３．柳津町定員適正化管理計画についてであります。
　　　定員適正化管理計画については毎年指摘しているところです。定員計画の目的は、町民負担の増加抑制に留意しつつ貴重な人材を生かすため、最小の職員で最大の効果を上げることにあることから、定員適正化管理計画の策定を求めます。
　　　町を取り巻く環境は、少子高齢化・人口減少の中で、公共施設整備の老朽化に伴う公共施設等総合管理計画策定の必要性や、町の将来につながる振興計画の策定及び地方創生総合戦略の策定等による事業の実施とともに、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めていくことを目指す地域主権改革など、多くの行政課題を抱えており、また、数年にわたっている退職職員の増に伴う職員構成の課題を踏まえ、適切な職員数の管理と人材育成を考慮した定員管理適正化計画の策定とともに、再任用制度等を活用するなど住民サービスの低下を招かないよう対応策を求めます。

　　　最後に、審査の総評であります。
　　　平成26年度柳津町一般会計及び特別会計の歳入歳出決算については、計数に誤りもなく、関係諸帳簿、諸書類も整備されており、会計経理は正確な決算であると認めるものであります。特に決算統計や財政健全化判断比率を見ますと、実質公債費比率5.0％、将来負担比率もマイナスであり、ただ、経常収支比率が77.2％であり、財政構造上の硬直化が多少進んではいますが、健全な財政運営であったかと判断いたします。

　　　しかしながら、柳津町の財政力指数は単年度で0.1791と非常に脆弱な財政基盤であります。自主財源の柱である町税の収入は、前年度より1,116万3,000円増の３億9,643万3,000円であり、一般財源の主軸である普通交付税と臨時財政対策債の合計額では、平成25年度で20億4,647万7,000円、平成26年度で19億5,736万9,000円であります。町税等自主財源が乏しく、地方交付税や国県の支出金に依存する財政状況は変わっていないものであります。
　　　今後も財政運営は相当厳しくなると思いますので、限られた職員ではありますが、常に地方自治法第２条第14項及び第15項を念頭に置き、また、柳津町行財政改革大綱にのっとり、さらなる自主財源の確保及び事業効果の少ない事業の見直し並びに歳出削減、特に経常経費の抑制に努め、町民福祉の向上と町勢伸展のために、全職員一丸となって一層ご尽力くださるよう要望し、平成26年度の決算審査の総評といたします。

　　　以上で終わります。ありがとうございました。
○議長

　　　これで代表監査委員の報告を終わります。

　　　お諮りいたします。

　　　議案第７０号「平成２６年度柳津町歳入歳出決算認定について」は、議員10名で構成する決算特別委員会を設置し、これに付託して審査することにしたいと思いますが、ご異議ございませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）

○議長

　　　異議なきものと認めます。

　　　よって、議案第７０号「平成２６年度柳津町歳入歳出決算認定について」は、決算特別委員会を設置し、これに付託して審査することに決定しました。

　　　決算特別委員会の正副委員長を議長において指名したいと思いますが、ご異議ございませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）

○議長

　　　異議なきものと認め、指名をいたします。

　　　決算特別委員会委員長に５番、横田善郎君、副委員長に６番、鈴木吉信君を指名します。

　　　なお、決算の審査に当たり、町長並びに所管の課長及び班長の出席を求めます。

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　◇

　　　　　　　　　◎休会の議決

○議長

　　　お諮りいたします。

　　　本日、これより９月17日午前10時までを決算審査のため休会といたしたいと思いますが、ご異議ございませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）

○議長

　　　異議なきものと認めます。

　　　よって、本日、これより９月17日午前10時までを休会とすることに決定いたしました。

　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　◇

　　　　　　　　　◎散会の議決

○議長

　　　お諮りいたします。

本日はこれをもって散会といたしたいと思いますが、ご異議ございませんか。

　　　　　　　　　（「異議なし」という声あり）

○議長

　　　異議なきものと認めます。

よって、本日はこれをもって散会いたします。

　　　長時間、大変お疲れさまでございました。（午後５時４７分）
６８

